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第1章 調査概要 

 

1.1 要請の背景 

東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」という。）内の港湾セクター開発は、首

都に位置し同国唯一の国際港湾であるディリ港のほか、地方港湾が北部沿岸地域を中心に

複数あり、また、ディリ近郊において、ディリ港に替わり国際海上貨物取扱機能を担う新た

な国際港湾としてティバール港が建設中（2022 年 4 月供用開始予定）である。東ティモー

ル政府は、2030 年までに上位中所得国になることを目標とした「戦略的国家開発計画

（Strategic Development Plan）2011-2030」において、港湾セクターのインフラ開発を重点課

題の一つに位置付けており、第 8 次政権の政府プログラムでは、ティバール港建設ととも

に、国内の海上輸送網強化を図るため、アタウロ、コム、カラベラ等の地方港湾の開発を掲

げている。他方、政府予算の制約等により、地方港湾の改修・整備計画の立案・整備がなさ

れておらず、一部の既存港では施設の老朽化により使用できない状態となっている。国土の

大半を山間部が占め道路網が整備途上である東ティモールにおいて、海上輸送網は公共交

通として不可欠なインフラとなり得るものの、上述のとおり多くの地方港湾が機能してお

らず、海上輸送網の検討を含めた地方港湾の戦略的な開発計画策定が喫緊の課題となって

いる。また、同プログラムでは、国際海上貨物取扱機能のティバール港移転以降のディリ港

については旅客専用港とすることが掲げられているものの、用途変更にかかる具体的な検

討は進んでおらず、同港の再開発計画の策定も急務となっている。 

かかる状況を踏まえ、東ティモール政府は、国内の海上輸送網強化に向けた戦略的な港湾

開発にかかるマスタープラン策定の必要性に鑑み、我が国に開発計画調査型技術協力の実

施を要請した。 

 

1.2 調査の目的 

 本詳細計画策定調査は、技術協力プロジェクトの実施に向けて、要請背景、東ティモール

国内の港湾の現状、東ティモール港湾公社（Administração dos Portos de Timor Leste、以下

APORTIL）  職員の能力、体制、課題等を確認し、収集した情報を分析・整理した上で、東

ティモール側とプロジェクトの協力の枠組み（上位目標、 プロジェクト目標、成果、指標、

活動、協力期間、実施体制、投入等）について確認・協議し、プロジェクト実施に関する合

意文書（M/M: Minutes of Meeting）の締結を行うと共に、事前評価を行うことを目的とする。 
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1.3 調査団の構成 

担当事項 氏名 所属 

団長 永石 雅史 JICA 東ティモール事務所 所長 

企画調整 横堀 慎二 JICA 東ティモール事務所 所員 

評価分析 十津川 淳 
海外部部長 

佐野総合企画株式会社 

海上輸送計画/ 

港湾計画・施設 
小野寺 仁 

開発プロジェクト部インフラプロジェクト室 室長 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

環境社会配慮/ 

自然条件 
川村 敏 

代表取締役社長 

株式会社 Ides 
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1.4 調査日程 

 

小野寺団員・十津川団員 川村団員 横堀団員 永石団長

1 16 日 11:00 GA 881 (成田→DPS)

2 17 月 12:20 QG500 (DPS→ディリ）
14:00 JICA事務所
15:30 APORTIL

14：00 JICA事務所
15：30 APORTIL

14:00 JICA事務所

3 18 火 8:00 ディリ→スアイ

4 19 水 8:00 スアイ→ベタノ、ベアソ→ビケケ

5 20 木 8:00 ビケケ→バウカウ バウカウ→ディリ

6 21 金 7:30 バウカウ→コム、ラーガ、カラベラ→ディリ －

7 22 土 6:30 ディリ⇔アタウロ － －

8 23 日 資料整理 － －

9 24 月 9:00 DNTM
11:00 計画・戦略投資省
14:00 財務省
15:30 APORTIL

9:30 環境許可局NAEL
10:30 漁業省MOAF(NDF)

－ －

10 25 火 10:45 USAID
14:00 APORTIL

9:00 法務省土地資産局MOJ(NDLP)
10:30 気象庁Met. Office
1400 漁業省MOAF(Dep of
Protected Area)
15:00 CI (Conservation
International)

－ －

11 26 水 9:00 ティバール港PMU
13:30 ティバール港
16:00 TIMOR-GAP

AM 資料整理
1600 Timor-GAP

－ －

12 27 木 9:00 ANL
11:00 税関
14:00 ZEESM
15:30 石油・鉱物資源省
16:30 APORTIL

AM 資料整理
1400 ZEESM
1500 石油地盤研究所IGP

－ －

13 28 金 9:00 観光省
11:00 APORTIL
15:45 アジア開発銀行

AM 同左
1400 漁業省ー気象庁

－ －

14 29 土 資料整理 － －

15 1 日 資料整理 － －

16 2 月 9:00 JICA事務所
11:00 TV会議
15:00 運輸通信省

9:00 JICA事務所
11:00 TV会議

9:00 JICA事務所
11:00 TV会議

17 3 火 9:30 TV会議
10:30 団内会議

9:30 TV会議 9:30 TV会議

18 4 水 9:30 APORTIL

19 5 木 9:30 APORTIL
14:30 運輸通信省

14:30 運輸通信省

20 6 金 9:00 日本大使館
13:20 QG501 (ディリ→DPS)

9:00 日本大使館

21 7 土 00:45 GA880 (DPS→成田）
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1.5 面談者リスト 

1.5.1 東ティモール側関係者： 

(1) 東ティモール港湾公社（Administração dos Portos de Timor Leste：APORTIL） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Flavio Cardoso Neves President APORTIL 

Jose Madeira Marques I Vice-President APORTIL 

Gabriel Hilario Fernandes Director  Infrastructure 

Constancio Freitas Chief Infrastructure 

Emercia Auxiliadora Staff Infrastructure 

Teotonio de Assis Director Study & Planning 

Zelia Carvalho Staff Study & Planning 

Ezequiel A. Soares Staff National Cabotage 

Lobato da Costa Staff National Cabotage 

Octaviana Costa Assistant to JICA expert APORTIL 

 

(2) 国家海運局（National Direction of Maritime Transportation、以下 DNTM） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Lino Barreto Director  DNTM 

João de Fátima Fernandes Staff DNTM 

Helder Silva Staff DNTM 

 

(3) 財務省（Ministry of Finance） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Elson Martinho da Costa Director National Directorate for 

Management and Mobilization 

of External Resources

（NDMMR）  

Diamantino Soares Japan/JICA Desk-Officer NDMMR 

 

(4) 計画・戦略投資省（Ministry of Planning and Strategic Investment） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Krispin Rego Fernandes Director Major Projects Secretariat  
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(5) 運輸・通信省（Ministry of Transport and Communication）  

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

José Agustinho da Silva Minister - 

Gaspar de Araujo Director General - 

Fernando da Cruz Director of policy and 

cooperation 

- 

Eurico da Costa Advisor  

Flaviana Fernandes - Meteorological Office 

 

(6) 農業・水産省（Ministry of Agriculture and Fisheries）  

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Celestino da Cunha Barreto National Director General Directories of Fisheries 

Joao Antalmo - Department of Protected Area 

and National Parks 

Pedro Pinto - Department of Protected Area 

and National Parks 

 

(7) 環境局（Secretary State for Environment）  

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Antonio Leio Tact Executive Secretary National Agency For 

Environmental License 

Martina Da C. Amaral Professional Staff National Agency For 

Environmental License 

Ambal Antero Soares Professional Staff National Agency For 

Environmental License 

Francico Poto Chief Department Dept Administration Affairs, 

Documentation & Archive 

 

(8) 司法省（Ministry of Justice） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Rodrigo Mendonca Director General National Directory of Land & 

Property 

Zenoveva Xavier Correira Director of Geospatial 

Information 

Department of Protected Area 

and National Parks 
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(9) 観光・貿易・産業省（Ministry of Tourism, Trade & Industry） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Edson Robert Noronha Lopes National Director Tourism Promotion & 

International Relations 

Camila Chief  Tourism Promotion & 

International Relations 

Ayako Shinizu JICA Volunteer Tourism Promotion & 

International Relations 

 

(10) 石油・鉱物省（Ministry of Petroleum and Mineral） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Jaime Mesquita Director Human Resources 

Rosa Hanjam Director Admin. & Finance 

Manuel Mendonça Staff Communication 

 

(11) 税関（Custom Authority） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Jose Antonio Fatima Abilio General Director Customs Authority 

Julião Ximenes National Director Operational/Customs Authority 

 

(12) Timor-GAP 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Domongos Luqui Giga Maria Director  Gas Business Unit 

Luis M.G.R. Martins Director Business Infrastructure 

Development Unit 

 

(13) 社会市場経済特別区管理組織（Special Zones for Social Market Economy、以下 ZEESM） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Agustinho Chief of Chamber ZEESM 

Azevedo Marçal Technical Coordinator ZEESM 
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(14) 石油・地質研究所（Institute of Petroleum and Geology） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Eugenio Soares Director of Geo-Hazard Institute of Petroleum and 

Geology 

Georanio Seismicity and Earthquake 

Assistant 

Institute of Petroleum and 

Geology 

 

(15) ティバール港プロジェクト・マネジメント・ユニット（Project Management Unit、以下

PMU） 

  およびティバール港運営受託業者 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Rui Soares Head of PMU PMU 

Hugo Frossard Project Manager, Timor Port 

SA 

Bollore 

 

(16) アジア開発銀行（Asia Development Bank、以下 ADB） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Pedro Aquino Infrastructure Officer ADB 

 

(17) 米国国際開発庁（US Agency for International Development 、以下 USAID） 

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Peter Semone Chief of Party Chemonics Company 

Macario F. Sanches Partnership lead Project staff  

 

(18) ANL  

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Jason Light Country Manager ANL Timor-Leste 

 

(19) Conservation International  

名前 ポジション（英名） 所属部署もしくは組織 

Manuel Menpes Country Director Conservation International 
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1.5.2 日本側関係者： 

(1) 日本国大使館 

名前 ポジション 所属部署もしくは組織 

東本 真吾 参事官 大使館 

滝 美紗都 二等書記官 大使館 

 

(2) JICA 

名前 ポジション 所属部署もしくは組織 

永石 雅史 所長 JICA 

横堀 慎二 所員 JICA 

笹 健二 JICA 専門家（APORTIL） APORTIL 

Ricardo Tilman Pereira Program Officer JICA 
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第2章 東ティモール国の概要 

 

2.1 地理・気候・風土の概要 

東ティモール国は、ウォーレシアと呼ばれる東南アジアと豪州・ニューギニア間の多島海

地域に位置し、植物、鳥類、は虫類そして昆虫類など多彩で固有な生物種が生息する独特な

自然が特徴である。さらに、ポルトガルとオランダの植民地抗争やインドネシア占領からの

抗争、独立後の内紛など複雑で混乱した歴史を持つ国である。 

国土はティモール島の東半分を占め、東西 260km、南北 90km で面積 14,874km2 の広さを

持ち、その大部分が傾斜地で、そのうち半分近くが急傾斜であるため土地利用が容易ではな

く、さらに洪水や地滑りなどの災害も多い。 

島の地盤は主に堆積した石灰質岩で、土壌は比較的薄く保水能力が低い傾向にある。 主

な土質は、内陸部の中央山岳地帯ではカムソイル（Cambisols）、低地では一般的にバーティ

ソル（Vertisols）、さらに南部沿岸地帯では沖積土が多くみられる。 

高温多湿の熱帯性気候であるが、乾季と雨季の区別がある。集中豪雨は一般的で、南部は

1 年のうち 9 か月間は月間 2,000 mm 以上の雨が降る湿潤地域、 一方北部は年間降雨量 500

〜1000 mmの乾燥地域である。年間平均気温は海面で 27.5℃、海抜 1,432 メートルで 19.8℃、 

日中は気温が高く暑いが、山岳地帯では夜間は寒い。 

 

2.2 社会経済状況 

2.2.1 政治概況 

東ティモール国における立法府は一院制の国民議会（65 議席）である。国家元首は大統

領であり、国民選挙によって選ばれる（5 年任期）。また、行政府の長は首相であり、大統

領が任命することとなっている。 

直近の内政では、2017 年 3 月に大統領選挙が実施され、フランシスコ・グテレス・ル・

オロ・フレテリン党首が大統領に就任した。同年 7 月に国民議会議員選挙が実施され第 7 次

立憲政府が発足したものの、翌 18 年 1 月に国民議会は解散となった。その後、国民議会選

挙の結果を受けて 18 年 6 月にタウル・マタン・ルアク前大統領を新首相とする第 8 次立憲

政府が発足し政権を運営していたが、2020 年 2 月に 20 年度予算の不成立を原因として同首

相が辞表を提出するなど、政局は不安定な状況が続いている（2020 年 3 月時点）。 

なお、同国は ASEAN 加盟を目指しているものの、未だ実現していない。 

 

2.2.2 社会概況 

東ティモールの国土面積は約 14,900km2で首都 4 都県（東京，千葉，埼玉，神奈川の合計

面積）とほぼ同じ大きさであり、人口は約 126 万人（2018 年）である1。 

                                                        
1 Asian Development Bank Basic Statistics 2019  
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民族については、テトゥン族等のメラネシア系が主流を占め、その他マレー系、中華系等、

ポルトガル系を主体とする欧州人およびその混血等から成る。言語はテトゥン語およびポ

ルトガル語を国語とし、実用語としてインドネシア語および英語、その他多数の部族語が使

用されている。宗教はキリスト教（カトリック）が 99.1%を占め、その他イスラム教等が 

0.9%である。 

 

表 2-1 東ティモール国の人口・増加率および貧困ライン 

人口 

(2018 年) 

人口増加率 

(2013-2018 年平均) 
貧困率*：( 2014 年) 

126 万人 2.4％ 41.8％ 

注：貧困率とは国家が定める貧困ラインを下回る所得者の割合 

出所：アジア開発銀行 

 

2.2.3 経済概況 

2004 年から天然ガスおよび石油開発が本格化し、国家歳入の約 8 割を資源収入に依存す

る資源国であるが、2014 年 9 月以降は石油価格の低迷により歳入が減少傾向にある。天然

資源以外の輸出ではコーヒーが約 9 割を占めるモノカルチャー経済のため、国内産業の多

角化が課題であり、農業や観光業等の発展を目指している。このため、飛び地のオエクシ県

を経済特区に指定し、同地域への外資系企業の誘致にも力を入れている。 

同国ではティモール海の領海内およびオーストラリアとの共同石油開発区域に天然ガ

ス・石油資源が存在しており、その収入は 2005 年に設立された「石油基金」（”Petroleum 

Fund”）によって管理・運用されている。2020 年 2 月現在の石油基金の残高は約 170 億 USD

と順調に積み上がっている2。 

石油基金は一定のルールに基づき国家予算に充当することができ、公共投資等の財政支

出に活用されているが、一方で東ティモールは国家予算の 8 割以上を石油基金に依存して

いる。このため、東ティモールにおいては石油基金の国造りへの有効活用と、同基金に過度

に依存する体質からの脱却を同時に進めることが重要な課題とされている3。  

  

                                                        
2 本調査団の石油・鉱物資源省聞き取りに拠る（2020 年 2 月 27 日） 
3 世界銀行は資源収入が歳入に占める割合の高い国として、東ティモールを筆頭に挙げている。次点とし

て赤道ギニア、サウジアラビア、南スーダン、クウェートと続く（Timor-Leste Systematic Country 

Diagnostic, World Bank）。 
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表 2-2 東ティモール国 GDP等 

年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

GDP1 

(資源収入含まず) 

*百万 USD 

827 934 1,123 1,270 1,468 1,552 1,442 1,783 

GDP2 

(資源収入含む) 

*百万 USD 

3,299 4,216 5,798 4,073 4,161 n/a 4,840 n/a 

実質 GDP 成長率 3 

(資源収入含まず) 
12.8％ 9.4％ 14.7％ 7.8％ 5.4％ 6.7％ 4.3％ 5.6％ 

一人当たり GDP4 

*USD 
n/a n/a 944 1,039 1,199 1,200 1,292 1,338 

出所：1、3 および 4 は世界銀行。2 は東ティモール財務省 
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第3章 海上交通・港湾計画 

 

3.1 東ティモール国政府からの要請事項 

東ティモール国政府から日本政府に対して、2018 年 7 月 30 日付け要請書にて、「戦略的

地方港湾マスタープラン調査（The study on Strategic Regional Ports Master Plan in Timor-Leste）」

に関する技術協力（T/C）が要請されている。 

 

3.1.1 要請書における技術協力の目的 

上記要請書における技術協力の目的は、以下の通りである。 

 東ティモールにおける港湾取扱貨物量の拡大 

 港湾における荷役効率の向上 

 首都と地方部のフェリーネットワークの構築 

 港湾背後地における道路開発による人と物の輸送の改善 

 地方部の主要市のレベル向上 

 地元住民のための地域インフラの確保 

 

3.1.2 技術協力により期待する成果 

上記要請書における技術協力により期待する成果は、以下の通りである。 

 東ティモールにおける戦略的地方港湾マスタープランの策定（目標年次 2030 年） 

 優先開発計画（目標年次 2025 年） 

 優先開発プロジェクトに関する予備的実行可能性調査（目標年次 2025 年） 

 東ティモール港湾公社（APORTIL）所管港湾における実行計画の策定（目標年次 2020

年） 

 

3.1.3 要請書における技術協力対象サイト 

上記要請書における技術協力対象サイトは、以下の通りである。 

 商業港：ティバール港、ディリ港、カラベラ港、コム港 

 斜路港・海岸利用：オエクシ港、アタウロ港、バウカウ港、ラーガ港、ロレ港、ベア

ソ港、ベタノ港、スアイ港 

 漁港：ヘラ港 

なお、後述の表 3-1 に示す通り、現在の港湾の状況は要請時点の状況とは異なる。現在、

「コム港」は漁港として、「ヘラ港」は軍港として位置づけられている。また、「オエクシ港」

には日本の無償資金による岸壁が整備されており、「アタウロ港」にはフェリー用桟橋が整

備されている。  



14 

3.2 東ティモール国の港湾の概況 

東ティモール国の港湾セクターは、2030 年までに高中所得国になること等を目標とした

「戦略的国家開発計画（2011-2030）（Strategic Development Plan 2011-2030）」（SDP）におけ

るインフラ開発の重点施策の一つとして位置付けられている。また、同 SDP では、「インフ

ラ開発」以外にも、教育、環境、文化等の「社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）」の

強化と、地方開発、農業、石油、観光、民間セクター投資等の「経済発展」を重要施策とし

て位置付けている。 

また、第 8 次政権の政府プログラム（Program of the Eighth Constitutional Government）にお

いては、ティバール港開発をはじめ、スアイ港、コム港、アタウロ港、カラベラ港の地方港

開発、観光対応のためのディリ港再開発等が明記されている。しかしながら、現状では、政

府予算の制約等により港湾の開発や改修等は進んでいないのが実情である。 

 

第 8 次政権の政府プログラムにおける海上輸送の取り組み事項 

 スアイサプライベース（SSB）の建設 

 コム港及びアタウロ港の港湾施設の改善 

 海上交通の促進と観光産業支援のため、カラベラとベマスでの港湾施設の建設 

 国内の貿易と産業の発展のため、PPP によるティバール港建設の実施 

 国内の主要港湾施設としてのティバール港の運営の確保 

 マナトゥト港建設の実現可能性調査の実施、国内の様々な地点での海上輸送網の構

築 

 ディリ港の再開発及び近代化による都市型マリーナ、クルーズ港への転換 

 規制基準の改善と近代化を含む、規制当局と海事当局の強化 

 

東ティモール国では、「Decree Law No.3/2003：港湾当局の設立およびその細則の承認につ

いて」に基づき、原則として運輸・通信省（MTC）傘下の APORTIL が港湾の運営・管理を

担うことと規定されており、その管轄範囲は以下に示す通りである。 

 

Decree Law No.3/2003 による APORTIL の管轄範囲 

 オエクシ、ティバール、ディリ、ディリ（ペルタミナ）、ヘラ、アタウロ、カラベラ

（バウカウ）、コム（ロスパロス）、ベタノ、ベアソ、スアイの港と、その他斜路 

 公道またはフェンスで囲まれた区域 

 干潮線から 50m の範囲、等 

 

なお、ティバール港については、「Decree Law No.43/2015：ティバール港の官民パートナ

ーシップの法的体制」の規定に基づき、PPP コンセッション期間中は、当該民間企業による

設計、建設、運用、維持管理等の全てのサービス提供を許可しており、APORTIL の管轄対

象外となっている。 
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また、石油関係の南部海岸開発「タシマネプロジェクト」を構成する 3 地区のうち、「ス

アイ港」、「ベアソ港」では、石油・鉱物省（MPM）傘下の Timor Gap による海洋施設（marine 

facility）と呼ばれるいわゆる港湾の整備が計画されているが、現計画範囲は APORTIL によ

る管轄対象外である。 

 

全国港湾マスタープランの検討対象港湾・地域等の一覧、位置図を表 3-1、図 3-1 に示す。 

 

表 3-1 検討対象港湾・地域等一覧表 

No. 港湾名 施設区分 管理運営主体 備考 

1 
ディリ港 

Dili Port 
多目的、フェリー APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

供用中 

2 
ディリ・プルタミナ桟橋 

Dili Pertamina Jetty 
石油 (Oil) PERTAMINA 

Decree Law No.3/2003 

民間利用 

3 
ティバール港（建設中） 

Tibar Port 
コンテナ、多目的 PMU, Bolloré 

Decree Law No.43/2015 

建設中 

4 
カイテフ・セメント桟橋 

Kaitehu Cement Jetty 
セメント、バルク Bolloré 

Decree Law No.3/2003 

民間利用 

5 
ヘラ・エト桟橋 

Hera ETO Jetty 
燃料 (Fuel) ETO 

Decree Law No.3/2003 

民間利用 

6 
カラベラ港 

Carabela Port 
― APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

未利用 

7 
バウカウ港（海岸利用） 

Baucau Port (coastal use) 
― APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

位置不明 

8 
ラーガ港（海岸利用） 

Laga Port (coastal use) 
― APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

位置不明 

9 
コム港（漁港） 

Com Port (fishing port) 
― MOAF 

Decree Law No.3/2003 

未利用 

10 
スアイ港（斜路） 

Suai Port (slipway) 
― APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

未利用 

11 
スアイ港 

Suai Port 
原油 (Oil) Timor GAP タシマネプロジェクト 

12 
ベタノ港（斜路） 

Betano Port (slipway) 
― APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

未利用 

13 
ベアソ港 

Beaco Port 
LNG Timor GAP タシマネプロジェクト 

14 
ロレ港（海岸利用） 

Lore Port (coastal use) 
― APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

位置不明 

15 
アタウロ港 

Atauro Port 
フェリー、多目的 APORTIL Decree Law No.3/2003 

16 
オエクシ港 

Oecussi Port 
フェリー、多目的 ZEESM 

Parliament Law  

No.3, No.5/2014 供用中 
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17 
ライアラ港 

Laiara Port 
燃料 (Fuel) APORTIL  

18 
マナトゥト地区 

Manatuto Area 
未定 APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

検討候補地 

19 
バトゥガデ地区 

Batugade Area 
未定 APORTIL 

Decree Law No.3/2003 

検討候補地 

出典：APORTIL 資料等を参考に調査団作成 

 

 

出典：APORTIL 資料等を参考に調査団作成 

図 3-1 検討対象港湾・地域等位置図 

 

3.3 港湾の整備状況 

現状における港湾整備状況として、ここでは、現在国内で唯一国際貨物の取扱いを行って

いるディリ港と、今後の国際貿易の拠点として整備中のティバール港について概要を以下

に示す。 

 

3.3.1 ディリ港の状況 

ディリ港は、西部(WEST)、中央部(CENTER)、東部(EAST)と 3 つの区域があり、係留施設

は、フェリー岸壁（2 バース）、在来貨物岸壁（3 バース）、斜路を有する。保管施設は、上

屋 3 棟（WH. East 4, Center 5, West 6）、保税上屋(Transit Shed 7)が整備されている。上屋（WH. 
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East 4）の一部で通関検査が行われている。中央部の旅客ターミナル（Passenger Terminal）

は、老朽化により現在使用されていないが、西部のフェリーふ頭に新たに旅客ターミナルを

建設予定である。 

荷役は全て民間が実施しており、基本的にはシップクレーンにより実施している。その他、

港内荷役では、リーチスタッカー（30～40t、1 基）、フォークリフト（20～30t、3 基）、ラフ

タークレーン（50t、1 基）が使用されている。 

 

表 3-2 ディリ港の施設概要 

 
フェリーふ頭 

Ferry Jetty 

第 2 ふ頭 

Pier2 

第 1 ふ頭 

Pier1 

斜路 

Slope 

岸壁延長 200m（2 バース） 
109m（1 バー

ス） 
180m（2 バース） 

20m 程度 

水深 -11.5m -7.0m -7.0m -2.0m 以深 

注：斜路の諸元は、図面上の計測及び利用船舶諸元より想定 

出典：APORTIL 資料、「JICA 報告書4」より調査団作成 

 

 

 

 

出典：APORTIL 資料、「JICA 報告書 1」より調査団作成 

図 3-2 ディリ港平面配置図 

 

                                                        
4 「東ティモール民主共和国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査準備調査報告

書」（2016 年，独立行政法人国際協力機構，株式会社 Ides，株式会社 日本港湾コンサルタン

ト） 

EASTCENTERWEST

Pier 1

180m (2B, -7m)
Pier 2

109m (1B, -7m)

Ferry Jetty

200m (2B, -11.5m)

Slope

East Gate

Center GateW est Gate 1

W est Gate 2

W H. East 4

W H. Center 5

W H. W est 6

Transit Shed 7

Passenger Terminal

APORTIL

GIZ

Yard

Yard
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3.3.2 ティバール港の開発動向 

ティバール港は、ディリ港の西側約 10km に建設中の新港であり、2021 年 12 月の第 1 フ

ェーズ部分の開港を予定している。今後国際海上コンテナ貨物を中心に、ティモール国の全

ての国際貨物を扱う予定であり、第 1 フェーズでは年間 70 万 TEU の取扱能力、第 2 フェー

ズ完了時には年間 100 万 TEU の能力を有する。 

ティバール港を運営する Bolloré Ports は、シンガポール、香港、上海、台湾等のアジア主

要港とオーストラリア、ニュージーランドの中間に位置する同港の地理的優位性を勘案し

て、同地域のハブ港としての展開を期待して進出している。また、同社は、東ティモール国

の 2019 年の国際海上コンテナ貨物量は 5.5 万 TEU 程度ではあるものの、今後の経済成長に

伴う貨物量の増加を期待している。 

なお、Bolloré Ports は、フランスに本社を置く物流コングロマリット企業 Bolloré 傘下の

Bolloré Transport & Logistics Group のグローバルコンテナターミナルオペレーター企業であ

り、年間総取扱コンテナ貨物量は 475 万 TEU、アフリカで最も多い 16 ヵ所のコンテナター

ミナルの運営を担っており、また、ツチコリン港（インド）、ポルトープランス港（ハイチ）

での運営も行っている。その他に、ティバール港、アビジャン港（コートジボワール）のコ

ンセッションプロジェクトを推進している。また、アフリカにおいて 24 ヵ所のドライポー

トの運営も行っている。 

更に、アフリカを中心に 9 ヵ所の自動車ターミナルの運営も行っており、2015 年時点で

年間約 14.2 万台の小型および大型車両の輸送を行っている。 

 

表 3-3 ティバール港の施設概要 

 第 1 フェーズ 第 2 フェーズ 

岸壁延長 630m（2 バース） ― 

水深 -16m ― 

荷役機械 

ガントリークレーン：2 基 

モバイルハーバークレーン：1 基 

RTG：4 基 

― 

敷地面積 18.5ha 8.5ha 

ヤード面積 7.875ha ― 

付帯施設面積 0.9ha ― 

年間取扱能力 70 万 TEU 30 万 TEU 

出典：Bolloré Ports 資料より調査団作成 
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出典：Bolloré Ports 資料、調査団撮影 

図 3-3 ティバール港の完成イメージと建設状況（2020 年 3月） 

 

3.4 港湾・海上交通の現状 

東ティモールにおける現状の港湾利用状況は、首都ディリに位置する唯一の国際貿易港

「ディリ港」でのフェリー、コンテナ船、貨物船、外港クルーズ船の利用、「オエクシ港」、

「アタウロ港」でのフェリー、民間桟橋での石油、セメント等の取扱いが主な活動である。

「カラベラ港」、「コム港」は老朽化により使用できない状況であり、またその他の斜路港（海

岸利用含む）でも港湾活動は無い。 

また、石油関係の南部海岸開発「タシマネプロジェクト」を構成する 3 地区のうち、「ス

アイ港」、「ベアソ港」では、MPM 傘下の Timor Gap による海洋施設（marine facility）と呼

ばれるいわゆる港湾の整備が計画されているが実施には至っていない。 

 

3.4.1 フェリー 

(1) 運航状況 

現在、ディリ港、アタウロ港、オエクシ港の 3 港を結ぶ定期フェリーが運航しており、

APORTIL の「Berlin NAKROMA（以下、NAKROMA）」、民間企業の「Success」の計 2 隻が

表 3-4 に示すスケジュールで運航している。また、各船舶の諸元は、表 3-5 に示す通りで

ある。 

ドイツは、2007 年に「NAKROMA」を供与したが、2021 年 4～6 月頃に第 2 船の供与を

実施すべく、現在新たなフェリー「NAKROMA II（仮称）」を建造中である。 
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表 3-4 フェリー航路 

 

出典：APORTIL 資料より調査団作成 

 

表 3-5 フェリー船舶諸元（就航中） 

船舶名 
総トン数 

(GT) 

船長  

(m) 

船幅 

(m) 

喫水 

(m) 

旅客/船員 

(人) 

建造年 

就航年 
備考 

NAKROMA 1,134 47.25 12.00 2.40 275 / 16 
2006.9.14 

2007.1.1 

就航中 

GIZ 供与 

Success 1,255 65.11 16.46 2.00 360 / 8 
2017.3.31 

2017.8.1 

就航中 

民間所有 

出典：APORTIL 資料、World Shipping Encyclopedia (IHS Fairplay)より調査団作成 

 

表 3-6 フェリー船舶諸元（建造中、運航中止） 

船舶名 
総トン数 

(GT) 

船長  

(m) 

船幅 

(m) 

喫水 

(m) 

旅客/船員 

(人) 

建造年 

就航年 
備考 

NAKROMA II 3,400 69.10 16.0 3.30 390 / 16 
2021 予定 

2021 予定 

建造中, 

GIZ 供与 

Laju-Laju 594 46.68 13.72 3.35 不明 / 10 
2015.12.5 

2016.1.1 

運航中止(転配), 

民間所有 

出典：APORTIL 資料、World Shipping Encyclopedia (IHS Fairplay)より調査団作成 

 

(2) フェリー輸送実績（旅客） 

フェリーによる旅客輸送実績は、2015 年までは、「NAKROMA」単独の運航であったが、

2016 年から 2018 年までは「Laju-Laju」が運航を開始し、その後「Success」へリプレイスさ

れている。船舶に関する統計資料である「World Shipping Encyclopedia（2020/1/3 時点）」で

は、「Laju-Laju」は現在も配船中となっているため、他の航路に転配されたものと考えられ

る。 

また、2016 年から 2019 年 1 月までは、ディリ港～アタウロ港間に旅客専用船「Star Craft」

が就航したが、荒天等による運航が困難なため運航中止となっている。旅客輸送実績を図 

3-4 に示す。 

日月 火 水 木 金 土

17:00

06:00 17:00

06:00 17:00

06:00 17:00

06:00

08:00

11:00 15:00

18:00

15:00

04:00 15:00

04:00

08:00

11:00 15:00

18:00

15:00

04:00 15:00

04:00

オエクシ港

アタウロ港

ディリ港

SuccessNAKROMA
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出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-4 フェリー輸送実績（旅客：合計） 

(3) フェリー輸送実績（貨物） 

フェリーによる貨物の輸送実績のうち、「NAKROMA」による直積貨物の輸送実績を図 

3-5 に示す。Decree Law No.3/2003 によれば、貨物量等の統計データの収集・整理も APORTIL

の管轄範囲であるが、現状では、民間フェリーから直積貨物に関する情報を入手していない。

そのため、正確な貨物量の推移は不明だが、2016 年以降の貨物の急激な減少については、

民間フェリーへのシフトが考えられる。 
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出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-5 フェリー輸送実績（直積貨物：NAKROMA のみ） 

 

車輛及びバイクの輸送実績は、図 3-6 及び図 3-7 に示すとおりであり、2016 年の民間フ

ェリーの就航後、大幅に増加している。 

なお、世界保健機関（WHO：World Health Organization）による「Country profiles 2013」で

は、2010 年時点の東ティモールの自動車等の登録台数は、以下の通りである。 

 

自動車登録台数（2010 年） 

 自動車（4 輪）：1,684 台 

 オートバイ等（2 輪、3 輪）：7,370 台 

 トラック：586 台 

 バス：20 台 

人口、GNI（2010 年） 

 人口：1,124,355 人 

 1 人当たり GNI：2,730USD/人 

    出典：「Country profiles 2013」(WHO)  

 

 

貨物 （単位：トン）

NAKROMA Laju-Laju Star Craft Success 小計 NAKROMA Laju-Laju Star Craft Success 小計

2010 2,396 - - - 2,396 194 - - - 194 2,590

2011 2,665 - - - 2,665 166 - - - 166 2,831

2012 2,868 - - - 2,868 150 - - - 150 3,018

2013 2,779 - - - 2,779 157 - - - 157 2,936

2014 2,463 - - - 2,463 122 - - - 122 2,585

2015 1,731 - - - 1,731 108 - - - 108 1,839

2016 569 Unknown - - 569 50 Unknown - - 50 619

2017 218 Unknown - - 218 93 Unknown - - 93 310

2018 321 Unknown - - 321 192 Unknown - - 192 513

2019 278 - - Unknown 278 185 - - Unknown 185 463

TOTAL 16,289 Unknown 0 Unknown 16,289 1,415 Unknown 0 Unknown 1,415 17,703
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出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-6 フェリー輸送実績（車両：合計） 

 

 

 

出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-7 フェリー輸送実績（バイク：合計） 

 

3.4.2 コンテナ 

(1) 運航状況 

現在、表 3-7 に示す 3 つの航路コンテナ船が就航している。コンテナ船社 ANL Container 

Line Pty Ltd（通称 ANL）によるシンガポール港～ダーウィン港～ディリ港の航路は、2 隻

車輛 （単位：台）

NAKROMA Laju-Laju Star Craft Success 小計 NAKROMA Laju-Laju Star Craft Success 小計

2010 1,643 - - - 1,643 570 - - - 570 2,213

2011 390 - - - 390 165 - - - 165 555

2012 689 - - - 689 451 - - - 451 1,140

2013 551 - - - 551 364 - - - 364 915

2014 556 - - - 556 435 - - - 435 991

2015 1,181 - - - 1,181 562 - - - 562 1,743

2016 863 443 - - 1,306 313 35 - - 348 1,654

2017 902 1,640 - - 2,542 372 412 - - 784 3,326

2018 639 1,846 - - 2,485 254 529 - - 783 3,268

2019 340 - - 1,554 1,894 359 - - 674 1,033 2,927

TOTAL 7,754 3,929 0 1,554 13,237 3,845 976 0 674 5,495 18,732
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バイク （単位：台）

NAKROMA Laju-Laju Star Craft Success 小計 NAKROMA Laju-Laju Star Craft Success 小計

2010 - - - - 0 - - - - 0 0

2011 831 - - - 831 177 - - - 177 1,008

2012 1,073 - - - 1,073 278 - - - 278 1,351

2013 851 - - - 851 142 - - - 142 993

2014 1,100 - - - 1,100 279 - - - 279 1,379

2015 1,254 - - - 1,254 301 - - - 301 1,555

2016 1,218 210 - - 1,428 298 92 - - 390 1,818

2017 1,606 1,009 - - 2,615 420 376 - - 796 3,411

2018 1,641 1,088 - - 2,729 403 553 - - 956 3,685

2019 1,089 - - 1,723 2,812 428 - - 672 1,100 3,912

TOTAL 10,663 2,307 0 1,723 14,693 2,726 1,021 0 672 4,419 19,112

ディリ～オエクシ間 ディリ～アタウロ間
合計
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体制で 10 日毎にディリ港に寄港している。 

ディリ港は、24 時間 365 日フルオープンの港湾として運用されているが、利用者からは、

実際には、夜間や休日等の APORTIL、DNTM 職員の不在により、入港や荷役ができないこ

と等が課題として指摘されている。 

 

表 3-7 コンテナ航路 

航路 使用船舶 代理店 

シンガポール港 

～ダーウィン港～ディリ港 

ANL Darwin Trader 

ANL Timor Trader 

ANL Timor 

スラバヤ港～ディリ港 Selatan Damai, 

New Glory, 

Palembang, Labuan Bajo, Larantuka 

Crossland (CSS), 

Ariana (AOA), 

SDV / Bolloré 

シンガポール港～ディリ港 Antung SDV / Bolloré 

出典：APORTIL 資料より調査団作成 

 

(2) コンテナ貨物輸送実績 

現状では、コンテナ貨物の取扱いはディリ港のみであり、2010 年以降増加傾向で推移し

ており、2019 年には年間約 5.5 万 TEU の取扱いがあるが、ディリ港にはコンテナ専用の荷

役機械が無いため、シップクレーンによる荷役が行われている。 

コンテナ貨物の輸入は、ほぼ 100%が実入コンテナであり、太宗品目は、米、砂糖、自動

車等である。自動車は、自動車専用船（PCC 船または PCTC 船）を利用せず、コンテナで輸

送されており、ヤードからディーラー等へは国内にカーキャリアが無いため、セルフドライ

ブ（ドライバーが 1 台 1 台輸送する方式）による輸送を行っている。輸出は、実入コンテナ

が 5%程度、残りは空コンテナの回送となっている。2010 年時点では輸出・輸入とも約 90%

が 20 フィートコンテナであったが、近年では、40 フィートコンテナの取扱いも増加傾向で

推移しており、20219 年時点の 20 フィートコンテナの取扱比率は約 75%である。 

2021 年 12 月には、ティバール港の開港が予定されており、その時点以降は、原則として、

国際海上コンテナ貨物の取扱いはティバール港に集約される予定である。 
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出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-8 取扱貨物量の推移（コンテナ貨物） 
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表 3-8 取扱貨物量の推移（コンテナ貨物） 

 

出典：APORTIL 資料より調査団作成 

 

3.4.3 貨物船 

(1) 一般貨物輸送状況 

米、砂糖、セメント、その他 

ディリ港では、一般貨物船により、米、砂糖、セメント、自動車、木材、船舶用燃料等が

輸入されている。取扱量が最も多いセメントは、2010 年以降増加傾向で推移しており、2017

年に急増したが，2019 年には過去のトレンド程度の水準に戻り、年間約 20 万トン程度を輸

入している。次いで取扱量の多い米はベトナムから輸入しており、近年横ばい傾向で推移し、

2019 年には年間約 10 万トン程度となっている。砂糖、その他の貨物は、ほぼ横ばいで推移

している。 

 

自動車 

自動車は、2010 年の 400 台から 2019 年の 200 台へと減少傾向で推移している。 

 

木材 

木材はインドネシアから輸入されているが、2011 年に大幅に減少し、その後も減少傾向

で推移している。 

 

船舶用燃料 

船舶用燃料は、2010 年の約 5 万 kl から 2019 年の 20 万 kl 超へと大幅に増加している。 

コンテナ （単位：個、TEU）

年 20ft 40ft TEU 20ft 40ft TEU 20ft 40ft TEU

2010 15,979 1,422 18,823 15,028 1,609 18,246 31,007 3,031 37,069

2011 15,485 3,143 21,771 14,216 2,706 19,628 29,701 5,849 41,399

2012 16,247 3,428 23,103 16,063 3,290 22,643 32,310 6,718 45,746

2013 16,561 2,844 22,249 14,551 2,523 19,597 31,112 5,367 41,846

2014 17,896 4,654 27,204 17,514 4,373 26,260 35,410 9,027 53,464

2015 16,745 4,279 25,303 15,486 4,319 24,124 32,231 8,598 49,427

2016 17,106 3,909 24,924 16,911 3,671 24,253 34,017 7,580 49,177

2017 18,860 5,558 29,976 19,044 4,992 29,028 37,904 10,550 59,004

2018 16,273 4,688 25,649 15,743 4,751 25,245 32,016 9,439 50,894

2019 16,921 5,371 27,663 16,537 5,268 27,073 33,458 10,639 54,736

輸入 輸出 合計
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出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-9 取扱貨物量の推移（一般貨物：輸入） 

 

3.4.4 外航クルーズ船 

ディリ港に寄港したクルーズ船は、定員が最大 1,500 人程度であり、年間寄港回数は 2013

年以降減少傾向で推移し、2019 年は 5 回であるが、乗客数は増加傾向で推移している。 

現状では、ディリ港の回頭水域の制約により入港できない大型クルーズ船は、沖合に停泊

せざるを得ず、テンダーボートによる乗客・船員の輸送をディリ港東部の桟橋を利用して実

施している。また、回頭水域による制約以外にも、港内の水深に関する公式な情報が不足し

ている点も船社側からの懸念事項として指摘されており、これは現時点で APORTIL と

DNTM の職掌区分が曖昧な状況に起因した問題である。 

このような状況から、テンダーボートを利用したクルーズ船の乗客や観光産業の育成を

担う観光・貿易・産業省（MoT）からは、荒天時・乗下船時の乗客・船員の安全性確保を鑑

み、ディリ港での外航クルーズ船本船の係留が強く要望されている状況である。 

 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

貨
物
量
（

M
T
）

米、砂糖、セメント、その他

米 (MT) 砂糖 (MT) セメント (MT) その他 (MT)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

貨
物
量
（

m
3
）

木材 (m3)

木材 (m3)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

貨
物
量
（

k
l）

船舶用燃料 (kl)

船舶用燃料 (kl)

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

貨
物
量
（
台
）

自動車(台)

自動車(台)

一般貨物 （単位：台、MT、m3、kl）

YEAR 米 (MT) 砂糖 (MT) セメント (MT) その他 (MT) 自動車(台) 木材 (m3) 船舶用燃料 (kl)

2010 58,782 1,900 94,872 - 411 25,326 61,429

2011 123,449 7,200 102,944 - 346 5,559 100,218

2012 70,739 0 112,718 - 217 5,546 100,328

2013 66,560 0 167,492 - 321 6,313 103,918

2014 59,416 0 159,540 - 296 5,622 127,028

2015 72,576 0 113,562 - 309 5,173 128,937

2016 81,050 500 165,217 6,008 190 4,425 151,726

2017 100,342 2,700 265,397 19,546 380 3,288 215,626

2018 95,093 1,500 189,812 18,384 196 2,305 196,009

2019 102,058 0 199,811 15,131 183 1,466 218,836
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出典：APORTIL 資料より調査団作成 

図 3-10 外航クルーズ船の寄港状況の推移 

 

3.4.5 港湾利用料金 

なお、港湾における各種使用料金は、表 3-9 に示す通り、「Decree-Law No. 19/2003：港湾

の料金に関する規定」により定められており、料金徴収は APORTIL が行っている。 

 

表 3-9 各種港湾使用料金 

項目 区分 料金 単位 

入港料    

 100GT 以上 0.06 USD/GT/回 

 100GT 未満 6.00 USD/GT/回 

岸壁使用料    

 岸壁、斜路、係留浮標 0.025 USD/GT/時間 

 上記以外の施設 0.150 USD/GT/時間 

埠頭使用料    

バルクカーゴ 液体バルク 1.2 USD/kl 

 ドライバルク 1.8 USD/ton 

 
ブレイクバルク（金額が大きい

方） 
1.8 

USD/m3 or USD/ton 

コンテナ貨物 実入 20ft まで /実入 20ft 超 35.0 / 80.0 USD/個 

 空 20ft まで /空 20ft 超 15.0 / 40.0 USD/個 

車輛 全長 6m まで /全長 6mt 超 50.0 / 100.0 USD/台 

綱取料    

 綱取り・放し 250 USD/回 
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 綱取り・放し（ダグなし） 120 USD/回 

 シフト料 120 USD/回 

上屋使用料    

野積場 5 日目まで / 6 日目以降 無料 / 0.6 USD/10m3/日 

倉庫内 5 日目まで / 6 日目以降 0.6 / 2.0 USD/10m3/日 

コンテナ蔵置料    

20ft まで 5 日目まで / 6 日目以降 無料 / 25 USD/10m3/日 

20ft 超 5 日目まで / 6 日目以降 無料 / 60 USD/10m3/日 

車輛蔵置料    

全長 6m まで 3 日目まで / 4 日目以降 無料 / 25 USD/10m3/日 

全長 6m 超 3 日目まで / 4 日目以降 無料 / 60 USD/10m3/日 

積替作業料    

20ft まで 12 時間まで /12 時間以上,8 日以

内 

2 / 4 USD/10m3/日 

20ft 超 12 時間まで /12 時間以上,8 日以

内 

10 / 50 USD/10m3/日 

出典：Decree-Law No. 19/2003 より調査団作成 

 

3.5 港湾セクター、他ドナーの動向 

3.5.1 港湾セクターの動向 

東ティモールにおいては、基本的に、港湾セクター全般にかかる事項は APORTIL の所管

であるが、航行安全・保安等については、MTC の国家海運局（DNTM）が所管している。

また、東ティモール初の PPP 案件であるティバール港については、開港後の運営は、民間

オペレーター（Bolloré Ports）が実施する予定であるが、建設段階での監理は、財務省（MoF）

のプロジェクト・マネジメント・ユニット（PMU）が担当している（現時点では、開港後の

行政側担当部局は未定）。また、軍港として利用されているヘラ港は防衛省（MoD）が管理・

運営を実施している。オエクシ港、アタウロ港については、社会市場経済特別区（ZEESM）

が担当すると規定されているが、現時点では、アタウロ港は、APORTIL が所管しているな

ど、法体系と実際の運用に一部混乱が見られる状況にある。 

 

3.5.2 他ドナーの動向 

他ドナーの動向としては、港湾整備に関しては、ディリ港、オエクシ港における日本（JICA）

の無償資金協力、海上交通に関しては、2007年にドイツ（GIZ）によるフェリー「NAKROMA」

の供与が実施され、第 2 船「NAKROMA II」の供与が 2021 年に予定されている。 

GIZ によるフェリー第 2 船「NAKROMA II」の供与は、2012 年に実施された「フェリー
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需要調査5」の結果に基づいて決定されている。この調査結果によると、2012 年から 2032 年

までにディリ港～アタウロ港間の旅客輸送は約 1.9 倍（約 4 万人）、貨物輸送は約 5.5 倍（約

3.4 万トン）に、ディリ港～オエクシ港間では、旅客輸送が約 1.9 倍（9.8 万人）、貨物輸送

が約 5.7 倍（約 28 万トン）に拡大すると予測されている。また、既存航路（ディリ港～ア

タウロ港～オエクシ港）に加え、「地方開発航路（ディリ港～カラベラ港～コム港）」、「開発

ポテンシャル航路（ディリ港～オエクシ港～クパン港）」の需要予測が実施されている。 

また、税関能力向上については、アメリカ（USAID）が 2017 年 6 月から 2020 年 5 月ま

で実施しており、WTO 及び ASEAN への加盟条件の一つである税関業務の国際基準対応を

進めている。 

港湾背後の主要道路については、JICA、ADB、WB 等の海外ドナーによる支援による整備

が実施されている。 

 

3.5.3 ローカルコンサルタントの状況 

東ティモールでは、港湾分野に特化した業務に従事するローカルコンサルタント会社は

無く、欧米のコンサルタントに依存している状況である。今後の調査において協力の可能性

がある企業として、他分野のローカル企業を以下に示す。 

 

表 3-10 ローカル企業の状況 

No. 企業名 主な活動内容 連絡先 

1 CARYA TIMOR LESTE, LDA 
港湾工事（フェリー、桟橋）、 

道路・橋梁工事、建築工事 
+670-7725-6873 

2 Engipro 
建築、設計、施工管理、 

地形測量、地質調査 
+670-7725-6341 

出典：APORTIL 資料より調査団作成 

 

3.6 陸上輸送の状況 

現状では、ディリ港で荷役される貨物は、全量トラックによる陸上輸送で地方部へ輸送さ

れている。国内の道路整備・維持管理は、MPW の所管であるが、主要道路は、JICA、ADB、

WB 等の海外ドナーによる支援で実施されている。 

ADB による道路整備は、概ね 2022 年までに完了する見通しであるため、ADB は、その

後の道路の維持管理に関して MPW との協議を開始している。これらの支援が完了すれば、

首都ディリを中心とした北部の東西を結ぶ道路網が形成され、ディリ～アイナロ間、マナト

ゥト～ナタボラ間、バウカウ～ビケケ間、ローテン～ロスパロス間など、南北を結ぶ道路の

一部も形成され、陸上輸送の大幅な改善が見込まれる。また、スアイ～ベアソ間は、タシマ

                                                        
5 「Additional Study for Maritime Transport Connection along the North Coast of Timor-Leste」(Aug. 

2013, Hamburg Port Consultants (HPC)) 
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ネプロジェクトによる高速道路整備計画があるが、それ以外の南部の道路整備計画につい

ては確認できていないが、現状では未舗装区間が多く、走行が困難な状況にある。 

また、東ティモールとインドネシアとの陸上越境輸送は、北西部のバツガデ付近のモアタ

イン（Mota'ain）と南西部のスアイ付近のサレレ（Salele）の計 2 地点のみであるが、その大

半がインドネシア側からであり、1 週間当たりの貨物輸送量はトラック 15 台程度である。 

現状では、大半がディリ港の輸出入貨物を陸上輸送により各地に配送している状況であ

るが、地域間の輸送量は不明である。なお、税関には、UNCTAD の支援による電子通関シ

ステム（ASYCUDA：Automated System for Customs Data）が 2018 年に導入されており、オ

エクシを含む全ての輸出入データを管理しているため、今後正式な手続きを経て情報を入

手できれば、より詳細な貿易状況の把握が可能である。 

 

 

出典：ADB 提供資料 

図 3-11 海外ドナーによる道路整備状況 

 

2015 年センサスにおける東ティモール国の人口分布状況は図 3-12 に示す通りであり、首

都ディリを中心に人口が集中している。また、東部のバウカウ地方も人口が多い。 
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出典：2015 Population Census（統計局） 

図 3-12 地域別人口分布状況 

 

3.7 今後の留意点 

前節までの現状を踏まえ、今後の全国港湾マスタープランを検討する際の留意点を以下

に示す。 

 

3.7.1 今後のディリ港の利活用 

今後、ティバール港において国際貨物を一元的に取り扱う見込みであることから、ディリ

港は、原則として内航貨物に限定した取扱とせざるを得ない。一方、ティバール港では、2

バース連続延長 630m、-16m 岸壁での効率的な荷役を行うために、中小型船の岸壁利用につ

いては、90 日間の実証実験を行うこととしている。その結果によっては、一部の外航船に

ついても、ディリ港を利用する可能性が残されると想定する。 

また、MoT による観光産業セクターの更なる成長に関する取り組みにおいて、外航クル

ーズ船への期待も大きく、ディリ港東側の海岸では、観光客向けのプレジャーボート等が多

く停泊しているとともに、陸上部でのマリンスクエア計画等も検討されている。更に、ディ

リ港背後及び周辺エリアにおいて、USAID による観光開発コンセプトデザインが検討され

ており、ディリ港を含む一体的な観光開発が望まれている。 

 

このような背景から、ディリ港の利活用のポイントを以下に列記する。 

 

Location Map of PortsLocation Map of Ports
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今後のディリ港利活用のポイント 

 フェリー、外航クルーズ船を中心とした旅客対応施設としての利活用を前提とする

（観光ボート等を含む）。 

 ディリ港を中心として、ディリ港背後及び周辺海岸と一体的な観光開発を検討する。 

 ディリ港をティバール港との内貿貨物のフィーダー輸送、既存フェリー航路の活用

と、将来的な内航フェリー網等の中核として位置付ける。 

 水産業の支援のため、小型船だまりの整備を考慮する。 

 

3.7.2 今後の海上輸送網の展開 

現状では、内航輸送は実施されておらず、一方、海外ドナーによる道路整備が 2022 年ま

でには北部沿岸及び南北方向の道路整備が概ね完了する。また、現状では、人口は首都ディ

リを中心とする地域に集中しており、地方部での目立った経済活動は見られない。一方、一

部の道路では、降雨等の影響等による崩壊・崩落が生じており、災害等の輸送網の冗長性（リ

ダンダンシー）の観点、今後の地方部での経済成長等を促す上で、海上輸送網の果たす役割

は大きくなると考える。特に、南部海岸では、タシマネプロジェクトにおける高速道路網（ス

アイ～ベアソ間）を除き、陸上輸送環境は極めて悪い。 

 

このような背景から、今後の海上輸送網の展開におけるポイントを以下に列記する。 

 

今後の海上輸送網の展開のポイント 

 ティバール港及びディリ港を中心として、背後人口、地域カバー率、内航定期船の運

航採算性を勘案し、短中期的には「カラベラ港」、中長期的には、「コム港」の港湾開

発を行い、海上輸送網を構築する。 

 長期的あるいはスポット的に、南部海岸の港湾と結ぶ海上輸送網を構築する。ただ

し、南部海岸では、波浪による影響が大きいため、タシマネプロジェクトにおいて防

波堤整備を含む港湾開発が計画されているスアイ港、ベアソ港に、関係機関と調整の

上、公共利用が可能な施設を併設する。 

 水産業の支援のため、小型船だまりの整備を考慮する。 
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第4章 関係機関の概要 

4.1 東ティモール国省庁 

東ティモール国では国家元首である大統領および首相のもと、以下の省庁が設けられて

いる6。 

 

 Ministry for Legislative Reform & Parliamentary Affairs（立法改革・国民議会省）  

 Ministry of Finance（財務省） 

 Ministry for Foreign Affairs and Cooperation（外務・協力省） 

 Ministry of Justice（司法省） 

 Ministry of State Administration（国家行政省） 

 Ministry of Health（保健省） 

 Ministry of Education, Youth & Sport（教育・青年・スポーツ省） 

 Ministry of Higher Education, Science & Culture（大学教育・科学・文化省） 

 Ministry of Social Solidarity & Inclusion（社会連帯・社会一体省） 

 Ministry for National Liberation Combatants Affairs（国家自由戦闘省） 

 Ministry of Planning & Strategic Investment（計画戦略投資省） 

 Ministry of Public Works（公共事業省）  

 Ministry of Transport & Communications（運輸・通信省） 

 Ministry of Tourism, Trade & Industry（観光貿易産業省） 

 Ministry of Agriculture & Fisheries（農業・水産省） 

 Ministry of Defense（防衛省） 

 Ministry of the Interior（内務省） 

 Ministry of Petroleum & Minerals（石油・鉱物省） 

 

4.2 港湾公社（APORTIL） 

4.2.1 APORTIL 組織・人員 

2003 年に設立された APORTIL は運輸・通信省傘下の公社であり、国内の港湾管理と整備

計画の立案、実施を主要業務とする港湾公社である。2016 年に海事業務を司る国家海運局

（DNTM）が分離した後、幾度かの組織改編を経て 2019 年に現在の組織体制となった。 

現在、組織の職員は計 65 名であり、組織構成および各部署の職員数は以下のとおり。 

  

                                                        
6 省庁の英名は東ティモール国政府ホームページの記載に拠る(http://timor-leste.gov.tl/?lang=en)。和名は在

東ティモール大使館作成資料および調査団による和訳。 
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表 4-1 APORTIL 部署別職員数 

部署もしくは役職 人数 

総裁 1 

副総裁 2 

総務・財務部 7 

インフラストラクチャー・港湾資産部 11 

人材部 2 

調達供給部 2 

港湾運営管理部 19 

カボタージュ部 ＊ 15 

その他（事務、秘書等） 6 

計 65 

＊印：ディリ－アタウロ間のフェリー運航管理に従事する 

出所：APORTIL 資料 

 

4.2.2 業務所掌および管轄区域 

(1) 業務所掌 

APORTIL の業務所掌は、Decree-Law/No.3 （2003 年 3 月 10 日）に記されたものである。

端的には国内港湾の施設運営・管理と整備計画の立案・実施が主たる業務となる。同 Decree

の記載内容は以下のとおり7。 

 

Decree No3 の Section 6（Objectives and responsibilities）の記載内容 

 港湾および APORTIL の管轄地域における施設の運営、管理、開発を行なう 

 APORTIL 管轄地域内の活動に関して調整、モニターする 

 APORTIL 管轄地域の内外を問わず、船舶への支援や安全誘導を行なう 

 港湾組織に関する計画や港湾拡張に関する計画を作成し、運輸・通信省に提出する 

 承認済みの計画やプログラムに即して、海上および/もしくは陸上で調査、計画、プ

ロジェクトを実施する 

 海上および陸上での業務（施設）や港湾の資機材等を建設、入手、維持、モニターす

る 

 港湾の商業促進にかかる計画を策定し、実施する 

 

なお、港湾荷役業務は民間の船内荷役業者による運営方式を採用し、港湾保安及び通関管

理業務も民間警備企業に委託している。船舶の入出港管理は DNTM 指揮下のハーバーマス

                                                        
7 原文はポルトガル語。Section 6 の記載は仮訳の英語版に拠る。 
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ターの下で行なわれている。 

 

このように APORTIL の業務は規定されているものの、一部の業務内容や責任範囲につい

て他機関との間で異なる見解を有しているものも見られる。特に海事業務を司る DNTM（詳

細 4.2）との間で、その役割分担にかかる見解の相違が見られる。 

顕著な例としては、航路水深の確保のために定期的な浚渫を実施するのは APORTIL の役

割であると APORTIL が考えているのに対して、DNTM は航行安全の確保の視点から浚渫も

DNTM の役割であると主張していることなどが挙げられる。 

 

(2) 管轄区域 

上記 Decree の Section 4 には、APORTIL の管轄区域（管轄港湾）が記載されており、以下

の通り記載されている：オエクシ、ティバール、ディリ、ディリ－プルタミナ、ヘラ、アタ

ウロ、カラベラ、コム、ベタノ、ベアソ、スアイ。 

ただし、ティバール港については Decree 43「ティバール港における PPP体制（2015年）」

において、APORTIL の役割/権限が事業体であるボローレ社に移行する旨が定められた。 

 

(3) 計画 

APORTIL による港湾開発整備や各種活動にかかる短期、中長期計画は作成されていない。

つまり、他国で見られるような組織 5 か年計画や国家計画のタイムフレームと符合させた

形の計画はない。また組織開発の視点からの人材開発計画等も無い。 

総じて、運輸通信省に提示する予算申請やインフラストラクチャー・ファンド申請のため

のプロポーザル作成などの経験は有しているものの、中長期的な視点での計画作成の経験

は極めて限定的と考えられる。 

 

(4) 財政・予算 

APORTIL の予算および執行状況は下表のとおりである。予算にはアタウロへのフェリー

である、ナクロマ号の運航にかかる予算も含まれている。 

 

表 4-2 APORTIL 予算および実績（単位：USD） 

年 予算 実績 予算/実績 

2016 2,573,000 1,768,923 69% 

2017 4,202,000 3,716,983 88% 

2018 2,559,628 2,461,060 96% 

2019 3,638,344 3,007,271 83% 

出所：APORTIL 資料 
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4.3 国家海運局（DNTM） 

4.3.1 DNTM組織概要 

2016 年に APORTIL と分離独立した海事担当組織であり、18 名の職員を擁する。2020 年

までに 40 名体制となるよう申請してきたが、昨今の政府予算不成立等の影響もあり、職員

は増員できていない。職員数が不足しているため、組織図上の空席も多くみられるのが実態

である。 

ディリにはハーバーマスターが一名配属されている。この他、組織図上は「オエクシ」、

「アタウロ」、「スアイ・コム・ベアソ・ベタノ」担当のハーバーマスターが配属されること

になっているが、通常はディリに駐在しており、必要に応じて現地を訪問する形態となって

いる。 

 

4.3.2 組織の業務所掌 

組織の役割は Ministerial Diploma No.49/2016 に以下のとおり定められている。 

 

 海上保安、保護、労働安全、保健衛生、海洋環境保全に関する活動 

 ティモール籍の船舶登録、航行許可（ライセンス供与）、船員教育システムや資格制

度の創設、通信による航行支援 

 入港および出港管理 

 船舶の儀装・搭載備品に関する基準の導入・実施 

 ISPS コード（船舶と港湾施設の保安のための国際コード）の導入・実施 

 海上交通の運営者や海事組織に求められる諸条件の定義・決定 

 海事関連の法規制の策定、IMO の参加促進  

 

業務所掌としては上記のとおり定められているものの、現実には APORTIL との役割分担

について双方で異なる見解を有している部分も少なからず見られることは前述のとおりで

ある。 

 

4.3.3 その他特記事項（法規制関連） 

上記のように、明確に法規制が定められていない（もしくは共通認識が為されていない）

ことを APORTIL、DNTM 両者が解決すべき課題と認識している点が挙げられる。   

グローバルスタンダードの観点からも、例えば「ポート・ステート・コントロール」がま

だ審議中であり、国家として明確なルールを有していないことも、DNTM としては課題の

一つと考えている。 
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4.4 ZEESM 

4.4.1 ZEESM概要 

ZEESM とは社会市場経済特別区（Special Zones for Social Market Economy）の略称である。

現在東ティモールにおいて ZEESM が設置されているのは、オエクシのみである8。 

同時に ZEESM の設置地域には特別行政組織（Special Administrative Region of Oe-Cusse）

が導入されている。そのため、オエクシには独自の総裁のほか、6 つのセクターに亘って地

域次官が任命されている（セクターの内訳は、財務、教育・保健、地域計画、総務、農業、

観光）。インフラセクターに関しては、オエクシの総裁直轄となっており、次官を擁する省

体制には未だなっていない。 

なお、ZEESM は社会市場経済特別区であり、いわゆる税制優遇措置を有する経済特区と

は異なる。 

 

4.4.2 展開計画 

現在 ZEESM をオエクシだけでなくアタウロにも展開するべく、アタウロの ZEESM 移行

にかかるプロポーザルが中央政府に提出されている。プロポーザルは現在審議中のステイ

タスであるが、東ティモール政府の政局が混乱していることなども影響しており、結論がい

つ出るか見通しは立っていない（2020 年３月現在）。 

なお、ZEESM への移行と直接の関連付けは為されていないものの、アタウロにかかる開

発プロジェクト予算として 2 千万 USD が承認されているとの情報もある9。 

 

4.4.3 その他特記事項（港湾管理について） 

オエクシ港の維持管理はオエクシ特別行政組織によって実施されている。APORTIL はデ

ィリーオエクシ間を就航するフェリーのチケット販売などに従事するため、職員を配置し

ているが、港湾の運営管理には一切関与していない。 

 

なお、APORTIL の役割等を定めている Decree 3（2003 年）では、オエクシは APORTIL の

管轄となっている。他方、ZEESM 自体は ZEESM の権限を定める Law3 および 5（2014 年）

において、港湾も含め、その運営責任・権限は ZEESM にあるものと主張しており、この点

において両者間で異なる理解がある。ただし、これは法律上の視点であり、日常業務におい

ては APORTIL と ZEESM の間で棲み分けが為されており、混乱が生じているといった状況

は見られない。 

 

  

                                                        
8 正式には「ZEESM」は特別区を指すが、実際には特別区の設置や運営を司る事務局も ZEESM と呼称さ

れる。そのため、文脈によって両者が使い分けされている。 
9 ZEESM 事務局の談による（2020 年 2 月 27 日） 
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4.5 TIMOR-GAP 

4.5.1 TIMOR-GAP 組織概要 

2011 年に政府によって設立された国営石油ガス会社であり、東ティモール領域内外およ

び陸上、沖合での石油・ガス掘削エリアの探査、保管、精製、加工および石油・ガスや石油

化学製品の販売等を広く業務内容としている。但し、これまでの活動実績としては、探査や

一部の燃料販売、ガソリンスタンドなどのリテール事業に留まっており、実際には精製や加

工等の業務は行われていない。 

他方、東ティモールの大規模国家プロジェクトである「タシマネプロジェクト（和訳では

南岸プロジェクト）」を主担当する組織が TIMOR-GAP である。 

職員数は 132 人（2018 年末）であるが、中長期的には業容拡大に合わせて人員増を行な

うことを想定している。 

 

4.5.2 財政・予算 

 TIMOR-GAP の収支は下表のとおりである。 

 

表 4-3 TIMOR-GAP収支（単位：USD） 

 連結 単独 

2017 年 2018 年 2017 年 2018 年 

収入 政府補助 11,900,000 9,948,762 11,900,000 9,948,762 

探査 2,000,000 2,500,000 2,000,000 2,500,000 

石油・ガス販売 370,015 406,175 370,015 406,175 

サービス契約 8,902 3,850 8,902 3,850 

その他 23,730 23,730 23,730 23,730 

計 14,302,647 12,882,517 14,302,647 12,882,517 

支出 プロジェクト実施 6,325,608 7,592,011 2,715,228 5,825,141 

石油・ガス販売ｺｽﾄ 304,944 359,511 304,944 359,511 

減価償却 527,650 493,106 524,805 487,690 

給料 3,157,796 3,234,483) 2,849,489 2,964,470 

その他 2,356,549 2,615,199 2,095,699 2,373,654 

計 12,672,547 14,294,310 8,490,165 12,010,466 

収支バランス 2,864,880 ▲1,005,158 5,519,446 767,964 

出所：TIMOR-GAP Annual Report (2018) 
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4.5.3 その他特記事項（港湾管理について） 

TIMOR-GAP が主導しているタシマネプロジェクト（南岸プロジェクト）の対象港湾地で

ある、スアイ、ベタノ、ベアソともに、上述 APORTIL の役割を定める Decree3 には APORTIL

管轄地域として、同 3 か所が記されている。 

TIMOR-GAP は同 Decree の記載を尊重しており、APORTIL が港湾維持管理の行政役割を

果たすことに何らの異論は示していない。TIMOR-GAP としては石油やガスには厳格な取り

扱い規則があるため、同規則に則った経済活動が担保されてさえいれば、港湾維持管理を担

う組織体には拘泥しないという姿勢である。なお、タシマネプロジェクトにおいては、ベタ

ノは精製施設が計画されているのみであり、港湾整備は計画されていない。 

 

4.6 計画・戦略投資省(Ministry of Planning and Strategic Investment)（大規模案件

局：MPS） 

4.6.1 MPS組織概要 

Major Projects Secretariat（MPS）は計画・戦略投資省の一部局であり、インフラストラク

チャー・ファンドの計画管理を担っている。局内は三つの以下の三つの部署から構成される。 

 

 インフラストラクチャー・ファンド開発・管理部（16 人） 

 財務部（10 人） 

 総務・IT 部（14 人） 

 合計 40 人 

 

4.6.2 インフラストラクチャー・ファンドの概要 

現在東ティモールには Human Capital Fund とインフラストラクチャー・ファンドの二つ

のファンドがある。このうち、後者のインフラストラクチャー・ファンドは港湾をはじめ、道路

や橋、上水、電力、通信等々の 22 セクターを包含する大規模なファンドである。同ファンドは

2011 年に設立され、基本的に 100 万 USD 以上の大規模プロジェクトを対象としている。同ファ

ンドは当初 2011 年から 2015 年までは Special Fund であったが、2016 年から Autonomous Fund に

変更された。その大きな差異は、予算の繰り越しが出来るようになった点である。 

 

港湾に関するインフラストラクチャー・ファンドの毎年の予算および支出は下表のとお

り。 
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表 4-4 インフラストラクチャー・ファンド（港湾）の予算と実績（単位：USD） 

年 予算 支出実績 支出実績割合 

2011 1,600,000 - - 

2012 10,700,000 2,491,549 23% 

2013 10,975,000 1,256,631 11% 

2014 9,175,000 9,169,201 100% 

2015 1,276,800 812,339 64% 

2016 133,171,537 132,563,094 99% 

2017 972,775 471,148 48% 

2018 694,249 611,277 88% 

2019 782,348 187,664 24% 

計 169,347,709 147,562,903 87% 

出所：State Budget 3A (2019) 

 

インフラストラクチャー・ファンド（港湾）では、現在以下 9 つのプロジェクトが承認さ

れており、「ファンド・ポートフォリオ」として記載されている。 

 ディリ港リハビリテーション 

 ヘラ港リハビリテーション 

 タシ・トール（Tasi Tolu）カーゴターミナル（ドライポート） 

 地方港（コム、アタウロ、オエクシ、カラベラ）の改修 

 *本件 4 か所の取り組みを 1 件としてカウント 

 スアイ港の開発 

 ティバール港の開発（PPP） 

 

ただし、上述のとおり、予算は確保されているものの、実際には着手されていないプロジ

ェクトが多いため、支出実績は総じて低い。 

なお、インフラストラクチャー・ファンド全体の規模（予算および支出実績）は下表のと

おり。 
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表 4-5 インフラストラクチャー・ファンドの予算と実績（単位：百万 USD） 

年 予算 支出実績 支出実績割合 

2011 599.31 474.43 79% 

2012 875.13 376.09 43% 

2013 604.38 205.74 34% 

2014 368.55 330.39 90% 

2015 317.30 240.93 76% 

2016 783.66 548.84 70% 

2017 324.42 223.56 69% 

2018 (3Q まで) 386.01 139.82 26% 

計 4,258.76 2,539.80 60% 

出所：State Budget 3A (2019) 

 

4.7 運輸・通信省(Ministry of Transport and Communication) 

4.7.1 組織概要 

主たる部署名を記した組織図は下図のとおりである。大きく、運輸通信を担当する部署と

総務・財務を担う部署に分かれている。港湾については運輸通信総局長が直接管轄している。

これは換言すれば、港湾を担当する専任職員が居ないことを意味している。港湾を扱う部署

設置も最近議論されはじめているが、具体的な設置の計画は現時点では無い。 

 

 

図 4-1 運輸・通信省 組織図 

 

上図のとおり、APORTIL は大臣直轄の組織である一方、DNTM は運輸・通信省内の組織

である。前者を Indirect administration、後者を Direct administration と呼称する。 

大臣

運輸・コミュニ
ケーションDG

通信コミュニケ
ーション 郵便DNTM 陸上運輸

総務・財務DG

APORTIL
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4.8 観光・貿易・産業省(Ministry of Tourism, Trade & Industry)  

4.8.1 観光計画・活動 

観光は東ティモール国経済にとっても重要なリソースであり、今後の経済発展を支える、

ひとつのリソースとして重要視されている。観光省は 2030 年を見据えた「観光マスタープ

ラン」を策定済みであり、現在は同マスタープランに基づく「観光戦略」を策定中である

（USAID 支援による）。 

今年度の観光開発促進活動としては、①ロスパロスにおける「Nino Koni Santana」国立公

園観光促進、②ディリ海岸線における観光開発「マリン・スクエア」プロジェクト、③ラメ

ラオ山観光促進の三つが挙げられる。 

 

4.8.2 港湾もしくは海岸を利用した観光開発計画 

上記のうち、②「マリン・スクエア」プロジェクトの概要は以下のとおり（観光省観光促

進局長の談による）。 

 

 コンファレンス・ホール、ヨットハーバー、マリンレジャー施設の建設を計画。 

 約 2 千万 USD をインフラストラクチャー・ファンドで承認済み。準備フェーズとし

て、200 万 USD が充てられており、同資金を利用して F/S までを終了した10。 

 

なお、同プロジェクトの対象地域はディリ港から離れているものの、APORTIL の管轄地

域内になっている可能性がある。仮に今後本件マスタープランにおいて、ディリ港再開発を

計画する場合、本マリン・スクエアプロジェクトの動向もモニターする必要がある。 

また、アタウロ港付近の開発計画については USAID の観光プロジェクトが主導しており、

観光省独自の活動は予定されていない。 

 

4.8.3 その他特記事項 

東ティモールを訪れる観光客は増加傾向にある。2018 年数値と今後の目標は以下のとお

り。 

表 4-6 観光客数の現状と目標値（単位：人） 

 2018 年 2030 年目標数値 

入国者数 74,661 - 

うち観光客 39,480 200,000 

出所：観光・貿易・産業省資料 

                                                        

10 他方、財務省インフラストラクチャー・ファンドの記載では、1）同プロジェクトは総額として 16.1 万

USD；2）2019 年以降の予算承認の記載は無い。つまり、観光促進局長の談とは異なる内容となっている。 
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4.9 公共事業省(Ministry of Public Works)  

4.9.1 組織の主たる業務内容 

公共事業省の役割として以下が挙げられている。 

 公共事業、住宅、上水供給、水資源管理、衛生および電力供給の分野にかかる業務の

遂行 

 上記に関連して、土地利用計画や国家住居政策の計画および実施 

 各種工事にかかる法規制の作成と実施、工事資材のリサーチ 

 （特に都市部の建設物において法的に必要とされる場合）インスペクションの実施 

 道路・橋梁の保全・補修（特に洪水対策の観点から） 

 上水道ネットワークや電力供給ネットワークの構築・促進 

 技術基準の作成 

 他省庁とのコーディネーション 等 
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第5章 自然条件 

 

5.1 東ティモール国の自然条件 

MTC の気象庁（Meteorological Office）が保有する気象観測記録のうち、港に近い場所に

おける気象観測記録の期間を表 5-1 に示す。気象庁のシステムにより、CVS 形式での出力

や各種グラフ化が可能になっている（図 5-1）。 

 

図 5-1 気象観測記録システム画面 

表 5-1 気象観測場所と期間 

No. 項目 
場所と観測記録期間 

Dili Covalima Liquisa Viqueque Betano Baucau Lautem 

1 気温 
2003 – 

2019 

1956 – 

2019 

1956 – 

2019 

1962 – 

2019 

1962 – 

2019 

1950 – 

2019 

1962 – 

2019 

2 湿度 
2003 – 
2019 

1956 – 
2019 

1956 – 
1974 

1962 – 
2019 

1956 – 
1974 

1950 – 
2019 

1958 – 
1984 

3 気圧 
2003 – 

2019 
― ― ― ― 

1950 – 

2019 
― 

4 降雨量 
2003 – 

2019 

1956 – 

2019 

1956 – 

2019 

1956 – 

1996 

1962 – 

2019 

1950 – 

2019 

1962 – 

2019 

5 風速 
2003 – 

2019 

1971 – 

1974 

1971 – 

1974 

1956 – 

1996 

1956 – 

1974 

1950 – 

2019 
― 

6 風向 
2003 – 

2019 

1971 – 

1974 

1971 – 

1974 

1956 – 

1996 

1962 – 

1974 

1950 – 

2019 
― 

出典：東ティモール国気象庁の回答をもとに調査団作成 

気象観測の事例として「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」報告書でま

とめられたディリ空港の 2003 年～2014 年の観測データを以下に示す。 



46 

 

5.1.1 気温 

東ティモールは熱帯性サバナ気候のため、年中高温である。平均気温は、7 月に低く 28℃

で、11 月に高く 30℃となっている。月別平均気温を図 5-2 に示す。 

 

出典：「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」報告書 

図 5-2 月別平均気温 

5.1.2 湿度 

月別の平均湿度を図 5-3 に示す。乾季(6 月～8 月)の 8 月に低く 61%で、9 月から始まる

雨季では徐々に高くなり、2 月で 75%となる。 

 

出典：「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」報告書 

図 5-3 月別平均湿度 

5.1.3 降雨 

月別降雨量を図 5-4 に示す。月別降雨量は、乾季(6 月～8 月)に少なく月間 5～30mm 程度
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である。一方、雨季(9 月～5 月)では、月間 100mm 程度と降雨量が多くなる。 

 

出典：「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」報告書 

図 5-4 月別降雨量 

5.1.4 風況 

2005 年から 2014 年のディリ空港での観測データに基づく風配図を図 5-5 に示す。風向

は、乾季には北東風に偏向し、雨季には南東風が卓越する。平均風速は、1 年を通して 3～

4m/s 程度で最大風速は 13.3m/s 程度である。 

 

出典：「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」報告書 

図 5-5 風配図 

 

5.2 各港周辺における自然条件 

本プロジェクトで網羅する港湾の位置と現況は別途記述されているが、19 カ所のうち北

部 13 港（うち 2 カ所は構想地）、南部 4 港、飛び地と離島にそれぞれ 1 港ある。 

各港周辺における自然条件の統計、観測データの項目は、深浅、潮位、潮流、風向・風速、

波浪、地盤であるが、APORTIL への確認ではディリ港のみあり、その他は無いとのことで

あった。一方、ティバール港は工事が開始され、タネマシ・プロジェクトのスアイ港とベア
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ソ港は設計が完了しているので、それらの港では各事業体が設計条件としてのデータを所

有しているはずである。Timor-GAP で、ベアソ港の計画のために波浪・潮流観測、土質調査

が行われていることを確認した。 

港湾施設計画では、深浅、海象と地盤条件が特に重要である。ディリ港および実施段階の

港湾以外はそれらの情報がないため、本プロジェクトでは十分な時間と費用をかけて情報

収集が必要となる。 

深浅について、ティモール島は全体にサンゴが堆積した地形のため、海岸はサンゴ礁端も

しくは海岸の浅瀬から沖側は急に深くなっている。特に北側沿岸はすぐに数千 m の深さに

なる。（図 5-6） 

 

出典：World Fish 

図 5-6 東ティモール沿岸の深浅状況 

 

海象について、図 5-7を参照すれば南側沿岸に比べ北側沿岸は、アロール島やウェタル島な

どのインドネシアの島が前面にあり波浪の発達が制限されるため比較的波高は低いことがわか

る。北側沿岸でもコムではその範囲外となるため波高はより高くなると推測する。ディリ港の

波浪情報として、「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」報告書では、NOAAの

推算データをもとに50年確率の沖波波高を3.2mとしている。 
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出典：National Coastal Vulnerability Assessment and Designing of Integrated Coastal 

Management and Adaptation Strategic Plan for Timor-Leste (UNDP) 

図 5-7 ティモール島周辺の平均波高 

 

 

IPG（Institute of Petroleum and Geology）から地震情報として、震源位置と強度を示す図 5-8

を入手した。震源は東ティモールの東北東の海域に集中し、また東ティモールの陸域での発

生は少ないことがわかる。ちなみに「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査」

報告書では地域別震度を 0.05 としている。 

 

出典：IPG 

図 5-8 ティモール島周辺の震源マップ 

 

地形図について、NDLP は全国の地形図を保有しており、表 5-2 に示す港湾が所属する州

の地形図があることを確認した。そのうち事例としてコム港とカラベラ港周辺の地形図

（1:50,000）の一部を図 5-9 に示す。 
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カラベラ港付近 コム港付近 

出典：NDLP 

図 5-9 港湾付近の地形図（一部） 

 

 

表 5-2 所属州の地形図がある港湾 

No. 港名 
所属する州

（District） 
No. 港名 

所属する州

（District） 

1 ティバール港 Liquica 7 ベタノ港 Manufahi 

2 ディリ港 Dili 8 ベアソ港 Viqueque 

3 ヘラ港 Dili 9 ロレ港 Lautem 

4 カラベラ港 Baucau 10 オエクシ港) Oecusse 

5 コム港 Lautem 11 
アタウロ港 (ベロイ

港) 
Atauro 

6 スアイ港 Covalima    
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第6章 環境社会配慮 

 

6.1 JICA環境社会配慮ガイドラインの要求事項 

JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月、以下ガイドライン）の詳細計画策定調査

段階で要求される事項に対する本調査結果を表 6-1 にまとめた。 

 

表 6-1 ガイドラインの要求事項と調査結果 

ガイドラインの要求事項 本調査結果 
ガイドライン

参照番号 

要請書に記載のあった環境社会配慮関連の事

項及び要請確認段階で収集した環境社会に関

する情報について確認を行う。 

要請書添付のスクリーニング様

式では、すべての項目が TBA（To 

Be advised）であった。本調査の

第二回スクリーニングで必要な

項目を確認した。 

3.4.2 項目 2 

収集した情報及び相手国等との協議結果に基

づき、2 回目のスクリーニングによるカテゴリ

分類を行い、必要に応じてカテゴリ分類を変更

する。 

第二回スクリーニング結果を

6.5.1 に示す。 

3.4.2 項目 2 

カテゴリ分類に基づき予備的なスコーピング

を行う。 

予備的スコーピングを 6.5.2 に示

す。 

3.4.2 項目 3 

予備的スコーピングの結果に基づく環境社会

配慮調査の Terms of Reference（TOR）案を作成

する。 

TOR 案を 6.6.2 に示す。 3.4.2 項目 3 
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6.2 環境関連法規 

6.2.1 環境影響評価制度 

東ティモール国では、環境保護を宣言している憲法の理念のもと環境関連法として表 6-2

に示す法令が施行されている。スクリーニング、スコーピングや環境影響評価のプロセスな

ど基本的には JICA 環境社会配慮ガイドラインと同じ手続きであるが、住民移転手続き、用

地取得には触れられていない。 

 

表 6-2 東ティモール国の環境関連法令・政令等 

法令・規定 主な内容 施行年 

環境ライセンス法 (No.5/2011) 

カテゴリ分類、環境影響評価や

環境許認可の手続き 

スクリーニング基準が添付 

2011 年 2 月 

同上アメンドメント Draft 1/2014 全般的な記述変更、追加条項  

環境基本法（No.26/2012） 

環境に係わる基本的事項の規

定、各州の分野別義務事項、環

境管理規定 

2012年 7月 

同上アメンドメント   

環境影響と補償に関する協定書についての政

令（No.44/2017） 

カテゴリ A プロジェクトの環

境影響と補償の合意 
2017年 8月 

カテゴリ A プロジェクトの環境評価手順を管

理するための評価委員会が取るべき手順の水

準及び規範に関する政令（No.45/2017） 

カテゴリ A プロジェクトの評

価委員会の構成、運営手順、評

価のルールなど 

2017 年 8 月 

環境評価のためのスクリーニング、スコーピン

グとそれに対する TOR、環境影響評価書、及び

環境管理計画の詳細要求事項に関する政令

（No.46/2017） 

環境許認可のための書類に要

求される事項 
2017 年 8 月 

環境評価を実施する場合の公聴会開催の手順

及び要求事項に関する政令（No.47/2017） 

公聴会の手続きと要求される

内容 
2017 年 8 月 

 

環境許認可の手順を図 6-1 に示す。まず、事業の場所、規模、概要を示す PD (Project 

Document)を提出し環境当局によるスクリーニングを経てカテゴリ分類が決定される。その

後、カテゴリ A 事業では、環境影響評価書（EIS: Environmental Impact Statement）と環境管

理計画書（EMP: Environmental Management Plan）が要求され、環境影響調査の前後の公聴会

を経て、評価委員会の意見に基づき許認可が判断される。カテゴリ B 事業は、必要に応じ

て公聴会が開催され、簡易環境影響評価書（Simplified EIS）と EMP を環境当局が評価して
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許認可が判断される。 

環境ライセンス法におけるカテゴリ分類基準を表 6-3 に示す。 

 

 

表 6-3 本プロジェクトに関係するカテゴリ分類基準 

事業 

 

必要資料 

カテゴリ A カテゴリ B 

EIS/EMP 
Simplified 

EIS/EMP 

運輸セクター 

港湾および港湾施設 500 G.T. 以上 500 G.T.未満 

首都もしくは大都市における大規模道路の建設 5km 以上  

国道および州道路 10km 以上  

地方道路 30km 以上  

橋の建設 300m 以上 300m 未満 

2 レーンの有料道路、立体交差を含む既設道路のリハビ

リ（コミュニティー道路を除く） 
 すべて 

建設セクター 

多層階ビル、アパート 2 ha 以上 2 ha 未満 

水資源セクター 

陸地開発（埋立） 20 ha 以上 20 ha 未満 

海岸復旧 25 ha 以上 10-25 ha 

浚渫/沿岸もしくは河川保全（浸食対策、沿岸改良など） 20 ha 以上 20 ha 未満 

センシティブおよび価値あるエコシステム（砂浜、マン

グローブ、サンゴ礁、保護区、海洋保護区） 
すべて  

密集地 移住者が 300 名以上  

注）カテゴリ A：重大な環境影響を引き起こす可能性がある事業で EIA 及び EMP の対象 

  カテゴリ B：環境影響を引き起こす可能性がある事業で初期環境影響評価（IEE）の対象 

 

環境許認可当局（NAEL）に、港湾事業へのスクリーニング基準適用について以下を確認

した。 

  ①新規港湾で 500GT 以上のもの（カテゴリ A） 

  ②新規港湾で 500GT 未満のもの（カテゴリ B） 

  ③センシティブな場所ではない既設港湾の拡張・改良（船舶サイズによらずカテゴリ B） 

本プロジェクトの対象を③とする限り、カテゴリ分類は B となる。 
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図 6-1 環境許認可の手順 
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6.2.2 用地取得・住民移転 

憲法 141 条には、経済活動の一つの要素として土地の所有、利用や開発が謳われており、

同 54 条では東ティモール国民個人の土地所有権を認め、公共目的での用地取得は法令に基

づき公正な補償がなされるとされている。法令 No.1/2003 で、旧ポルトガルやインドネシア

統治時代に州政府が保有していた土地が東ティモール国有とされた。2017 年になり Decree 

No.8/2017 で非自発的住民移転による用地取得とその補償のための法令が制定された。用地

取得法には具体的な補償金額などは書かれていないため、大規模プロジェクトの場合は、そ

れぞれ Resolution によって補償が決定されている。タシマネ・プロジェクトの SSB(Suai 

Supply Base)と Betano Refinery は Resolution No.20/2014、TL Cement は Resolution No.23/2018

で補償内容が決まった。SSB は 2019 年末までに補償が完了、Betano は補償中である。SSB

は少数の影響を受ける住民が補償額について不満を持っているとの情報もあるが、

Resolution が公布され補償されれば法的には解決済みとなる。小規模プロジェクトは当事者

間の協議により補償が決まり、地域によって補償内容は異なる。 

東ティモールの土地問題について、NDLP （National Directory of Land & Property）による

と、東ティモールの土地はインドネシア時代に登録制度があったが、インドネシアが引き上

げた局面で土地占有が早い者勝ちになり、東ティモール人が未登録のまま住んだ経緯があ

り、登録をしたくとも制度が未整備で、また制度ができても登録手続きができなかった住民

も多い。したがって、補償対象が確定できず問題となっているとのことである。用地取得と

住民移転に関する主な法令を表 6-4 にまとめた。 

 

表 6-4 用地取得・住民移転に関する主な法令 

名 称 主な内容 

Constitution  東ティモール国憲法 

国民の土地保有の権利 

No.1/2003 東ティモール国の国有地 

Decree No.8/2017 用地取得法 

 

既設港湾区域に関する法的裏付けは、Decree No.3/2003 による。その ANNEX、Section 4

第 1 項に、PATL(Port Authority of Timor-Leste:当時の港湾公社現在の APORTIL)は、オエクシ、

ティバール、ディリ、ディリ・プルタミナ、ヘラ、アタウロ、カラベラ、コム、ベタノ、ベ

アソ、スアイを含む全ての港湾に関する区域を管轄するとある。第 2 項には区域として、隣

接する公共道路で区切られた港湾範囲、または道路がない場合はフェンスで区切られた港

湾範囲、低潮位の水際線から陸上側へ 50m の範囲が規定されている。第 3 項はディリ港周

辺の管轄区域として、東側 Becora brook から西側プルタミナ・ターミナルまでを規定してい

る。なお、NDLP によれば、港湾区域周辺の地籍図はティバール港以外に無く、ティバール
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港も計画段階で測量し作成したとのことである。 

現地視察と上記規定を踏まえ、本プロジェクト実施において住民移転の可能性に関係す

る港湾管轄範囲の現状を表 6-5 にまとめた。 

 

表 6-5 港湾管轄範囲の現状 

NO. 港名 港湾管轄範囲 

1 ディリ港 
フェンス内の他、東側 Becora brook から西側プルタミナ・

ターミナルまで低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 

2 ディリ・プルタミナ桟橋 工業港（石油）フェンス内 

3 ティバール港（建設中） フェンス内、地籍図あり 

4 カイテフ・セメント桟橋 工業港（セメント）フェンス内 

5 ヘラ港（軍港） 軍港、フェンス内 

6 ヘラ・エト桟橋 工業港（燃料）フェンス内 

7 カラベラ港 フェンス内（現地視察で確認） 

8 バウカウ港（海岸利用） 位置特定できず 

9 ラーガ港（海岸利用） 
フェンス無し 

低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 

10 コム港（漁港） フェンス内（現地視察で確認） 

11 スアイ港（斜路） 
フェンス無し（現地視察で確認） 

低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 

12 スアイ港 Timor-GAP 計画図による（Tasi Mane） 

13 ベタノ港（斜路） 
フェンス無し（現地視察で確認） 

低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 

14 ベアソ港 TimorGAP 計画図による（Tasi Mene） 

15 ロレ港（海岸利用） 低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 

16 アタウロ港 
フェンス無し（現地視察で確認） 

低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲で公共道路まで 

17 オエクシ港 フェンス内 

18 マナトゥト地区 
フェンス無し（現地視察で確認） 

低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 

19 バトゥガデ地区 
フェンス無し 

低潮位水際線から陸上側に 50m の範囲 
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6.3 環境社会配慮の実施・管理体制 

本プロジェクトはマスタープランの検討であり、EIA の実施や住民移転計画策定は、本プ

ロジェクト後に実施される個別事業を対象とした FS（フィージビリティスタデ）の段階で

実施されることとなる。個別事業の環境認可を専門的に管轄する NAEL（National Agency for 

Environmental License）は、環境局（Secretary State of Environment）の一部署として Decree-

Law No. 15/2019 で設置された。他の ND(National Director)とは別に GD(General Director)の配

下にはなく Secretary の直轄部門になっている。（図 6-2 参照） 

 

 

図 6-2 環境局組織図 

 

法制度の分析結果をふまえ、本プロジェクトにおける環境社会配慮の実施・管理体制の提

案と、本プロジェクト終了後の EIA、住民移転実施段階における各機関の役割を表 6-6 に整

理した。 

  

NAEL 
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表 6-6 環境社会配慮の実施・管理体制 

 

 

機関 

本プロジェクト 

（港湾開発計画の策定） 

SEA 

本プロジェクト後（個別事業の計画・実施） 

EIS 住民移転 

NAEL/ANLA 

SEA が制度化されていないた

め、現時点では制度上の役割は

負っていないが、本プロジェク

ト後に行われる EIA や将来の

SEA 制度化を視野に入れ、策定

される開発計画の環境社会配

慮上の適切性を確認する。 

カテゴリ分野に応じて

作成される EIS や EMP

等の環境影響評価資料

をレビューし、環境許

可を発行する。 

― 

MTC 

環境社会配慮に特化した制度

上の役割は負っていないが、環

境社会配慮を含む国の政策や

上位計画との整合性の観点か

ら、開発計画の適切性を確認す

る。 

EIS や EMP を含めた事

業計画をレビュー、承

認する。 

必要な場合、住民移転

計画を含めた事業計

画をレビュー、承認す

る。 

APORTIL 

 (事業実施機関) 

開発計画の策定機関として環

境社会配慮を行う。ステークホ

ルダー協議を開催する。 

カテゴリ分野に応じて

EIS や EMP 等の環境影

響評価許可申請資料を

作成し、NAEL に提出

する。 

必要な場合、住民移転

計画を策定、実施す

る。 

 

NAEL に組織編成された後の、環境許認可数は 86 で、そのうちカテゴリ A が 1(ティバール

港)、カテゴリ B が 7、その他がカテゴリ C とのことである。カテゴリ A の港湾案件として

SSB (Suai Supply Base)があるが、NAEL 設立以前の組織（NDPCEI）が 2015 年に許可し、2020

年に 2 年ごとの許認可期間における 2 回目の許可更新を終えている。少し遅れた理由は、完成

した空港部分を許認可範囲から切り離すためであったとの説明が Timor-GAP からあった。

TLNG もカテゴリ A で 2017 年に環境許可を取得し、2019 年に更新した模様データシマネ・プ

ロジェクト関連の環境許可に関して問題は生じていないとのことである。 
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6.4 環境に関する課題の現状 

6.4.1 保護区 

Decree No.5/2016 で 46 の保護区が設定され、そのうち陸上が 44 カ所、海域は 2 カ所であ

る。44 の陸上保護区のうち Nino Konis Santana（ニノ・コニス・サンタナ）と Kay Rala Xanana 

Gusmao （カイ・ララ・シャナナ・グスマン）の 2 つが国定公園として設定されている。農

業・水産省の保護区国定公園局（Department of Protected Area and National Parks）で保護区の

範囲を示すマップを入手したが、陸上の保護区域とされている中でマングローブや干潟な

どの範囲もある。ヘラ・エト桟橋、ベタノ港およびコム港に近い陸上保護区を表 6-7 に示

す。 

ちなみに、2018 年ロレ港を Ministry of Defense が開発しようとしたが、陸上ヤード 30ha

がニノ・コニス・サンタナ国定公園に影響があるため計画中止になったとのことである。 

 

表 6-7 港湾に近い陸上の保護区 

 

 

ヘラ・エト桟橋付近の保護区 ベタノ港付近の保護区 

※ベタノ港は上図保護区から東方 20km に位置 

 

コム港付近の保護区（ニノ・コニス・サンタナ公園） 

ヘラ・エト桟橋 

・ 

コム港 

・ 

保護区域 

・ 
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海洋保護区は、図 6-3 に示す、ニノ・コニス・サンタナ国定公園内とアタウロ島の 2 カ所が設

定されている。アタウロは同図の赤で示された区域が海洋保護区となっているが、全島を保護

区にする他、図中にある Liquica と Batugade の 2 カ所の海洋保護区の追加のために MOAF と CI

で協議中とのことである。ロレ港、コム港およびアタウロ（ベロイ）港は海洋保護区に隣接し

ている。三港付近の海洋保護区を図 6-4 と図 6-5 に示す。CI へのヒアリングでは大規模ではな

い港湾の改良と拡張で、地元に貢献するものであれば保護区の近傍でも港湾開発は可能である

とのこと。アタウロの海洋保護区の設定では、漁獲が減少する漁民の事情に配慮し必要最小限

にしたとのコメントもあった（CI）。 

保護区内の制約事項は、Parliament が決定する General Resume の No.14/2017 に、森林への

損害禁止の規定、Council of Ministry が決定する Decree Law の No.5/2016 Article 33-34 に規定

と罰則がある。いくつかの地域では制約と罰則は保護区があるコミュニティーが決める。そ

の場合、政府側からは法令で規定があるとは伝えるが、コミュニティーの決定がそれと違っ

ていても構わないとのことであった。 

海洋保護区は Decree No.6/2004, Article 96 に一般的な制約事項がある。保護区では航行や

漁業は一般的に禁止であるが、コミュニティーが許可すれば保護区内であっても航行や港

湾事業の可能性はある（農業・水産省）。 

 

凡例 

Core Zone/NTZ: 漁業（収穫）禁止区域、あらゆる海洋資源を取ることを禁止する区域  
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Marine Culture: コミュニティーに例えば海草などの養殖活動を許可する区域 

船の進入や通行は禁止  

Marine Tourism: リクレーションやダイビングなどの観光活動が許可される区域  

Sustainable Fisheries: 持続可能な方法による漁業が許可される区域  

Buffer Zone: 保護区を取り巻く緩衝区域もしくは緩衝区域そのもの  

Terrestrial: 陸域の保護区、例えばジョコ島を含むニノ・コニス・サンタナ国定公園  

出典：農業・水産省 

図 6-3 海洋保護区 

 

 

出典：農業・水産省 

図 6-4 コム港（上）とロレ港（下）付近の海洋保護区 

※ロレ港は図中外東（右手）側保護区外に位置。 

 

 

出典：農業・水産省 

図 6-5 アタウロ（ベロイ）港付近の海洋保護区 

コム港 

アタウロ港・ 
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6.4.2 希少種の存在 

Diploma No.18/2017 の Annex にある水生生物保護種のリストを表 6-8 に示す。東ティモ

ール国では 2011 年に The National Biodiversity Strategy and Action Plan (NBSAP) (2011-2020)

を策定し、その中で水生生物保護に関する目標として、危惧種や脆弱な生態系に悪影響がな

いように持続可能な方法で漁業を管理することをターゲットのひとつとし、保全・保護区を

増やすことを実施中である。 

最近では、BIODIVERSITY DECREE LAW No.6 /2020 が 2020 年 1 月に承認となり、2

月 6 日公布された。多様な生態系の保全のために環境に係わる省庁、州、地方官庁の役

割、Biodiversity Advisory Committee の設立や、NBSAP の策定、保護区の管理やモニタリ

ング、保護種への対応などを規定している。 

 

表 6-8 水生生物保護種リスト（Diploma No.18/2017） 
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一方、IUCN（国際自然保護連合：International Union for Conservation of Nature and Natural 

Resources）では、熱帯雨林の喪失が原因とされる危惧種として、3 つの樹木種、4 つの鳥、

3 つの哺乳類、1 つの蝶を指定しているが、NBSAP(2011-2020)では、東ティモールの生態系

特に沿岸環境を反映していないとして表 6-9 のリストが記載されている。NBSAP は現在次

の期間への改訂作業中であるとのことである。 

 

表 6-9 海洋危惧種リスト（NBSAP 2011-2020） 

 

 

また、UNEP、Bird Life、CI、IUCN が連携して運営している IBAT(Integrated Biodiversity 

Assessment Tool：生物多様性リスク測定ツール)では、東ティモールの港湾付近に表 6-10 に

示す KBA(Key Biodiversity Area)が設定されている。それぞれの区域では、特定の危惧種があ

り、海洋区域に係わるものとして表 6-11 のものが掲載されている。 

 

これらの危惧種や生態系の調査に基づき、海洋保護区が設定されていると考え、本プロジ

ェクトでは、前述の海洋保護区に留意すれば希少種には悪影響がないと思われるが、実施時
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には確認が必要である。 

 

表 6-10 港湾付近の Key Biodiversity Area(KBA) 

  

ディリ港、ヘラ港、アタウロ港付近 バウカウ港、コム港付近 

出典；IBAT 

 

表 6-11 KBA の希少種 

位

置 

No. 

危惧種リスト 

1 

 

2 

 

1ディリ港 

 

2ヘラ港 

 

3バウカウ港 

 

4 コム港 

4 

 

5アタウロ港 
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位

置 

No. 

危惧種リスト 

3 

 

4 
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位

置 

No. 

危惧種リスト 

4 
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位

置 

No. 

危惧種リスト 

4 

 

5 

 

出典；IBAT 
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6.4.3 漁民の活動 

東ティモール国内の商業漁船はなく、零細漁民により漁業が行われている。2017 年の零

細漁船数は 2,200 隻余り、漁獲高は約 2,000 トンとなっている（Fisheries and aquaculture of 

Timor-Leste in 2019：World Fish）。今回の現地視察では、大部分の既設港湾付近の浜辺で漁

船が置かれていることがわかった。図 6-6 に示す零細漁業の活動区域（白部）と別掲の港湾

位置図を比較しても、ほぼすべての港湾の位置において漁業活動があり、本プロジェクトで

は漁業・漁民に対する配慮が必要なことがわかる。 

 

出典：Fisheries and aquaculture of Timor-Leste in 2019：World Fish 

図 6-6 零細漁業の活動区域 

 

6.5 スクリーニング及び予備的スコーピング 

6.5.1 スクリーニング 

収集した情報に基づきスクリーニングを行った。 

 

カテゴリ分類：B 

理由：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010 年 4 月公布)上、セクター

特性、事業特性および地域特性に鑑みて、環境への望ましくない影響が重大でないと判断され

るため。 

 

 東ティモールのスクリーニング基準とその適用にも合致する。 

 本プロジェクトで対象とする港湾事業は、既存港湾の改修もしくは改良と想定する。

現時点では既存港湾は影響を受けやすい地域またはその周辺にはないと考えている。 

 既設港湾へのアクセス道路は港湾事業者とは別の所轄機関で行われる想定だが、ア

クセス道路建設がある場合は環境社会配慮のスコープに含まれる。 

 本プロジェクトで想定される港湾事業に海洋保護区の一部が隣接する地点があるが、
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実施計画地にあたって施設規模を最小限とし浚渫をしないような配置計画とするな

ど配慮することで、影響は回避可能と考えられる。 

 

事業区域の海岸に家屋がある地点があるが、大規模住民移転が必要となる可能性は少な

く、現段階では移転は可能な限り回避することを前提とする。ただし、事業計画が具体化さ

れる過程において影響が大きいと判断される場合には、適宜カテゴリ分類を見直すことが

必要と考える。 

 

6.5.2 予備的スコーピング 

現段階で表 6-12 に想定される港湾事業の内容で、予備的スコーピングを行った。結果を表 

6-13 に示す。本スコーピングはマスタープランレベルの計画段階、施工中および供用後におけ

る環境社会配慮事項の検討を行った。 

 

表 6-12 予備的スコーピングにおける想定事業内容 

セクター 想定される事業内容 

港湾  航路・泊地浚渫 

 港湾施設（防波堤、岸壁、護岸、泊地） 

 港湾ターミナル 

 建設用仮設ヤード（工事中） 

 

 

表 6-13 予備的スコーピング 

想定事業内容：港湾施設の改良、拡張 

影響項目 
評価 

評価理由 必要な調査 工事前 
工事中 

供用時 

汚
染
対
策 

1 大気汚染 

 

レ 

 

レ 工事中/供用時：工事、通行車両から
の排出ガスが、大気質に負の影響を
与える可能性がある。 

・大気質の現状把握 

 

2 水質汚濁 レ レ 工事中/供用時：作業船、輸送船舶に
よる汚濁が水質に影響を与える可
能性がある。 

・海水の水質の把握 

3 廃棄物 レ レ 工事中/供用時：工事で発生する廃
棄物、輸送船舶から発生する廃棄物
が影響を与える可能性がある。 

・処分場の確認 

4 土壌汚染 レ レ 工事中/供用時：浚渫土が影響を与
える可能性がある。 

・浚渫土壌の分析 

5 騒音・振動 

 

レ レ 工事中/供用時：工事、通行車両によ
る騒音・振動が周辺居住地に影響す
る可能性がある。 

・騒音・振動の現状
把握 

 

6 地盤沈下 レ レ 工事中/供用時：既設港湾に沈下が ・土質調査 
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影響項目 
評価 

評価理由 必要な調査 工事前 
工事中 

供用時 

生じていないこと、基本的に石灰岩
地盤であることから沈下が問題に
なる可能性は小さいが、計画時に土
質調査で確認する必要がある。 

7 悪臭   既設港湾の視察では悪臭が影響す
る要素は見られない。 

 

8 底質 レ レ 工事中/供用時：浚渫土が影響を与
える可能性がある。 

・浚渫土壌の分析 

自
然
環
境 

9 保護区 レ レ 工事中/供用時：国定公園や保護区
やその近隣に計画される場合は、影
響が生じる可能性がある。 

・保護区の範囲、制
限事項の確認 

・保護区の環境特性
把握 

10 生態系 レ レ 工事中/供用時：海岸、生物の生育・
生息地の近隣に計画される場合は、
計画地の動植物が影響を受ける可
能性がある。 

 

・生物の生育・生息
地(ハビタット)の
分布の把握 

・生息する生物種の
確認 

・保護対象種とその
生息地の確認 

11 水象   工事中/供用時：河川等の水流や水
源に影響を与える工事や施設は想
定されない。 

 

12 地形、地質   工事中/供用時：周辺の地形や地質
に影響を与える工事や施設は想定
されない。 

 

社
会
環
境 

13 住民移転 レ  工事前：住民移転、用地取得が必
要な可能性がある。 

供用時：追加的な住民移転の発生
は想定されない。 

・計画地の住居の有
無確認 

・土地利用の確認 

14 貧困層 レ レ 工事前：貧困層が移転対象となる
可能性がある。 

供用時：計画地が貧困層の居住エ
リアに近接する場合は、騒音や事
故のリスクにさらされる可能性が
ある。 

・貧困層の居住エリ
アの確認 

15 少数民族・先
住民族 

  少数民族・先住民族はいない。  

16 雇用や生計手
段等の地域経
済 

レ レ 工事中/供用時：事業の実施や周辺
の開発により、新たな雇用や生計
手段が創出される可能性がある。 

・現状の土地利用及
び土地利用計画
の確認 

・雇用や生計手段等
の地域経済特性
の把握 

17 土地利用や地
域資源利用 

レ レ 工事前：計画区域によっては土地
利用への影響が想定される。 

供用時：周辺の開発が進み、土地
利用が変化する可能性がある。 

港湾の流通機能により地域資源を
活用した産業が興る可能性があ
る。 

・現状の土地利用及
び土地利用計画
の確認 

・地域資源の有無の
確認 

18 水利用 レ レ 工事中/供用時：工事期間および施 ・水供給能力と需
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影響項目 
評価 

評価理由 必要な調査 工事前 
工事中 

供用時 

設運営により水需要が増え周辺へ
の供給に影響がある可能性があ
る。 

要の確認 

19 既存の社会イ
ンフラや社会
サービス 

レ レ 工事中/供用時：工事および港湾施
設の利用により、既存の道路の交
通量が増加する可能性がある。 

・交通量の把握、将
来予測 

20 社会関係資本
や地域の意思
決定機関等の
社会組織 

 

  工事前/供用時：既存港湾施設の改
良・拡張であり、社会関係資本や
地域の意思決定機関等の社会組織
への影響は想定されない。 

 

 21 被害と便益の
偏在 

レ レ 工事前/供用時：港湾施設が周辺住
民の生活に寄与する一方、移転や
用地取得等により影響を受ける住
民がある場合、被害と便益が偏在
する。 

・住民の要望の把
握、理解の促進 

22 地域内の利害
対立 

レ レ 工事前/供用時：被害と便益が偏在
する場合、地域内の対立の可能性
がある。 

・住民の要望の把
握、理解の促進 

23 文化遺産   港湾区域に文化遺産はない。  

24 景観 レ レ 工事中/供用時：観光地に隣接して
いる場合は景観に配慮が必要とな
る可能性がある。 

・観光地規制の確
認 

・関係者の要望の
把握 

25 ジェンダー レ レ 工事中/供用時：女性の雇用と参加
促進が必要となる。 

・地域関係者の啓
蒙と支援 

26 子どもの権利   本事業による子どもの権利への影
響は想定されない。 

 

27 HIV/AIDS 等
の感染症 

レ レ 工事中/供用時：工事作業員の流入
および港湾利用客の増加により、
感染症が広がる可能性が考えられ
る。 

供用時：港湾利用客の増加によ
り、感染症が広がる可能性が考え
られる。 

・HIV/AIDS 等の感
染症の現状の確
認 

28 労働環境(労
働安全を含
む) 

レ レ 工事中/供用時：工事、港湾運営の
従事者への配慮が必要。 

・労働環境の確認 

そ
の
他 

29 事故 レ レ 工事中/供用時：工事中の事故、交通
事故の可能性がある。 

・安全管理の把握 

30 越境の影響、
及び気候変動 

 レ 工事前/工事中：既設港湾の改良・拡
張のため越境や気候変動の影響は
想定されない。 

供用時：気象・海象条件の変化によ
る影響が生じる可能性がある。 

・気象変動を考慮し
た将来予測とそ
の対応 

※影響が考えられる、不明の場合は（） 
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6.6 協力実施時の環境社会配慮に係る実施事項 

6.6.1 環境社会配慮の実施方針と体制 

本プロジェクトはマスタープラン策定のため、JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010 年

4 月）によれば戦略的環境アセスメント（SEA）の実施が求められる。SEA は東ティモール

では法的制度がなく、事例もないことから、協力実施時には積極的な支援が必要と考えられ

る。 

本プロジェクトにおいてステークホルダー協議の開催を含む環境社会配慮の実施機関は

APORTIL とするのが適当と考えられる。一方、SEA では上位・関連計画との整合性や政策

上の意思決定が重要であるため、国や地域の開発計画策定の担当機関である MTC が、港湾

開発計画を国の政策や計画と整合させていくことが必要と考える。 

以上をふまえ、表 6-5 に示した環境社会配慮の実施・管理体制のうち、本プロジェクトの

体制案を表 6-14 に再掲した。なお、環境社会配慮の主な実施機関となる APORTIL には、

本調査時にプロジェクトの中でステークホルダー協議を含む環境社会配慮調査が必要であ

ることを説明し、了解を得ている。 

 

表 6-14 本プロジェクトの環境社会配慮（SEA）の実施・管理体制 

機関 本プロジェクトの環境社会配慮上の役割 

NAEL(ANLA) 

環境許認可の所轄機関である。SEA が制度化されていないため、

現時点で SEA の役割はない。本プロジェクト後に行われる EIA

や将来の SEA 制度化を視野に入れ、策定される開発計画の環境

社会配慮上の適切性を確認する。 

MTC 
制度上、環境社会配慮の役割はないが、国の政策や上位計画との

整合性の観点から、開発計画の適切性を確認する。 

APORTIL(事業実施機関) 
開発計画の策定機関および事業実施機関として環境社会配慮を

行う。ステークホルダー協議を開催する。 

 

6.6.2 環境社会配慮の TOR案 

本プロジェクトの戦略的全国港湾開発マスタープラン策定では、FS のための目標事業を

決めるために戦略的環境アセスメント（SEA）を実施する。SEA の手順において、事業実施

機関は、JICA の支援により、環境社会配慮の観点から代替案を調査・分析し、FS のための

適切な選択肢を決定しなければならない。本プロジェクトにおいて実施すべき環境社会配

慮の TOR（Terms of Reference）を以下に示す。  

 

1) 既存の港湾関連開発計画（上位・関連計画）、開発事業、調査および政府・民間投資

のレビュー 

2) 港湾関連開発計画の制約と促進要素の把握 

3) 目的達成のためのゼロオプションも含む代替案の検討 
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4) 港湾開発計画の内容の検討（対象港湾、目標年次、具体的な事業内容） 

5) スコーピング（計画の意思決定にあたり重要な環境社会項目とその評価方法を明らか

にすること）の実施 

6) 基礎情報となる環境社会面の現状把握 

本調査の予備的スコーピング結果をもとに、調査項目と手法を表 6-15 に整理した。 

7) 東ティモールの環境社会配慮制度・組織と事例の確認 

A) 環境社会配慮に関する法令・基準（環境影響評価、住民移転、住民参加、情報

公開等） 

B) 東ティモールの港湾事業における EIA 報告書、その他の関連情報 

C) 「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）との乖離 

D) 関係機関の役割 

8) 影響の予測 

9) 8)において可能性のある影響の評価及び代替案（事業を実施しない案を含む）との比

較検討 

10) ステークホルダー協議の開催支援（開催目的、出席者、協議方法・内容等の準備） 

 

 

表 6-15 本プロジェクトにおける環境社会配慮の調査項目と調査手法（案） 

環境項目 調査項目 調査手法 

大気 大気質（PM:浮遊粒子状物質、NOx:窒
素酸化物、SOx:硫黄酸化物等） 

NAEL 等からのデータ収集 

簡易測定 

適用する環境基準との比較 

水質 対象地点の水質（BOD、浮遊物質等） NAEL 等からのデータ収集 

適用する環境基準との比較 

排水の水質（BOD、浮遊物質等） NAEL 等からのデータ収集 

適用する環境基準との比較 

廃棄物 処分場 NAEL、MPW からの情報収集 

土壌汚染 

底質 

底質 NAEL 等からのデータ収集 

適用する環境基準との比較 

騒音・振動 騒音・振動レベル 簡易測定 

適用する環境基準との比較 

地盤沈下 土質分類、土層、力学強度 既往情報収集 

ボーリング、サンプリング、室内試験 

保護区 保護区の範囲、制限事項、環境特性 MOAF、NDLP、CI 等からのデータ収
集 

生態系 ハビタットの分布 MOAF、NDLP、CI 等からのデータ収
集 

生息種、保護対象種 MOAF、NDLP、CI 等からのデータ収
集 

土地利用 土地利用 現状の土地利用の確認 

コミュニティーからの聴取 

事業区域内の住民の分布 APORTIL からの情報収集 

コミュニティーからの聴取 

地域社会 コミュニティーごとの社会特性（人
口、民族、宗教、生計、生活様式、文

APORTIL からの情報収集 

コミュニティーからの聴取 
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環境項目 調査項目 調査手法 

化、利害関係等） 

インフラ、社会サービスの状況（水
道、廃棄物処分の方法等） 

APORTIL からの情報収集 

コミュニティーからの聴取 

水利用（施設利用の水源等） APORTIL からの情報収集 

コミュニティーからの聴取 

感染症（HIS/AIDS 等） APORTIL からの情報収集 

コミュニティーからの聴取 

景観 コミュニティーからの聴取 

ジェンダー コミュニティーからの聴取 

労働環境 労働条件に係る規則、実態 

関連労働者の状況（人数、男女比、収
入等） 

APORTIL からのデータ収集 

交通 現況、将来の道路交通量 MPW、APORTIL からの情報収集 

交通事故の発生状況（事故件数、原因
等） 

MPW、APORTIL からの情報収集 
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6.7 ローカルコンサルタント 

NAEL で環境社会配慮分野のローカルコンサルタントの登録制度があり、現在、20 社が

A,B,C のカテゴリで登録されている。NAEL に提出した書類を基に、環境カテゴリと同じ分

類をしているとのことである。コンサルタントリストを以下に示す。 
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第7章 事業概要 

7.1 事業概要 

本事業は、東ティモールにおいて、戦略的港湾開発マスタープランを策定することにより、

優先開発港湾の整備が促進され、連結性強化に寄与するもの。 

 

7.2 協力の枠組み 

【案件名称】 

東ティモール国戦略的全国港湾開発マスタープランプロジェクト 

 

【インパクト】 

本マスタープランに基づき、優先開発港湾の整備が促進され、連結性が強化される。 

 

【アウトプット】 

戦略的全国港湾開発マスタープランが策定される。なお、同マスタープランは、以下項目

により構成される。。 

 1. 全国港湾開発計画（目標年次 2030 年） 

 2. 優先開発港湾整備計画（目標年次 2025 年） 

 3. ディリ港再開発計画（目標年次 2030 年） 

 4. APORTIL による港湾運営・維持管理体制改善のための行動計画（目標年次 2025 年） 

 

【活動】 

成果 0：港湾セクターの現状評価 

0-1. 上位計画及び他の輸送モードを含めた関連開発計画の分析・整理（戦略的国家開発計

画 

   （2011-2030）、東ティモール国道路マスタープラン(2010-2019)等） 

0-2. 社会経済フレームワークの分析・整理 

0-3. 輸送セクターの現状分析（貨物流動分析、インフラ整備状況、各輸送モードの動向、 

   国内輸送モードにおける内航海運及び港湾の位置づけの検討等） 

0-4. 港湾セクターの現状分析（海上輸送の動向、船舶就航状況、港湾産業の現況等） 

0-5. 港湾セクターの既存関連法制度、基準の分析・整理  

0-6. 港湾関連現況分析・整理（既存港湾施設、港湾管理運営体制、港湾関係統計、 

   船員訓練等） 

0-7. 自然条件、環境社会配慮条件の調査 

0-8. 他ドナー、他国、民間セクター等の港湾関連プロジェクト調査 

0-9. 隣国の港湾の状況との比較 

成果 1：全国港湾開発計画（目標年次 2030 年）の策定 
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1-1. 社会・経済状況 

1-2. 将来需要予測（国際・国内、旅客・貨物） 

1-3. 東ティモール国内の海上輸送（旅客・貨物）に係る基本方針の策定 

1-4. 周辺国を含めた海上輸送ネットワークシナリオの検討 

   （首都と地方を結ぶフェリーネットワークの検討を含む。） 

1-5. 全国港湾開発計画の作成（各港湾の担うべき機能・役割の設定、現状の課題の抽出、 

   主要施設規模及び施設配置計画、環境社会影響の検討） 

1-6. 全国港湾開発計画のプロモーション活動（ウェブサイト、動画作成など） 

1-7. 優先開発港湾の選定 

 

成果 2：優先開発港湾整備計画（目標年次 2025 年）の策定 

2-1. 施設配置計画の検討 

2-2. 概略設計 

2-3. 施工計画 

2-4. 概算事業費の積算 

2-5. 事業実施計画の検討 

2-6. 経済財務分析及び評価 

2-7. 環境社会影響分析 

2-8. 事業実施可能性の調査 

 

成果 3：ディリ港再開発計画（目標年次 2030 年）の策定 

3-1. 貨物取扱機能移転後のディリ港が担うべき機能・役割の設定、現状の課題の抽出 

3-2. 施設規模及び施設配置計画の検討 

3-3. 概略設計 

3-4. 施工計画 

3-5. 概算事業費の積算 

3-6. 環境社会影響分析 

3-7. ディリ港再開発計画のプロモーション活動（ウェブサイト、動画作成など） 

 

成果 4：APORTIL による港湾運営・維持管理体制改善のための行動計画（目標年次 2025 年）の

策定 

4-1. 地方港湾の運営・維持管理体制の検討 

4-2. 運営・維持管理に係る組織・制度設計 

4-3. 港湾運営・維持管理体制改善のための行動計画 

4-4. 港湾利用促進にかかるプロモーション活動（観光省などとの協同活動） 
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【対象地域】 

全国の下記 19 港湾（候補地を含む）： 

ディリ港、ディリ・プルタミナ桟橋、ティバール港（建設中）、カイテフ・セメント桟橋、

ヘラ・エト桟橋、カラベラ港、バウカウ港 （海岸利用）、ラーガ港 （海岸利用）、コム港（漁

港）、スアイ港（斜路）、スアイ港、ベタノ港（斜路）、ベアソ港、ロレ港（海岸利用）、アタ

ウロ港、オエクシ港、ライアラ港、マナトゥト地区（候補地）、バトゥガデ地区（候補地） 

 

【カウンターパート機関】 

APORTIL を中心としながら、一部のコンポーネントにおいて DNTM や運輸・通信省、そ

の他組織（公共事業省、農業・水産省、観光・貿易・産業省など） 

 

7.3 日本側の投入 

日本側の投入計画は以下のとおり。 

1. 専門家（シャトル型） 

 総括・港湾計画 

 港湾管理・運営 

 広域交通計画（物流・人流） 

 需要予測 

 経済・財務分析 

 港湾施設計画・設計 

 自然条件 

 環境社会配慮 

 施工計画・積算 

 航行安全・港湾保安 

２. 供与機材： 必要に応じ供与 

３. 本邦研修及び/もしくは第三国研修： 必要に応じ実施 

４. 活動に必要な経費：必要に応じ実施 

 

7.4 相手国側の投入 

東ティモール側の投入計画は以下のとおり。 

1. カウンターパート 

2. プロジェクト事務所（APORTIL）及び事務所用資機材（家具や什器等） 

3. 現地活動費：プロジェクト事務所の光熱費等、カウンターパート旅費・交通費等 

 

なお、主たるカウンターパートは APORTIL となるが、テーマによって他組織との協同作

業も必要となる（広義でのカウンターパートと分類する）。詳細計画策定時点での専門家分

野と対比させたカウンターパートは下表のとおりである。  
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表 7-1 専門家および対するカウンターパート 

専門家 想定対応 CP 

総括・港湾計画 APORTIL 

港湾管理・運営 APROTIL 

DNTM 

広域交通計画（物流・人流） APORTIL 

運輸・通信省 

公共事業省 

需要予測 APORTIL 

運輸・通信省 

公共事業省 

経済・財務分析 APROTIL 

港湾施設計画・設計 APROTIL 

DNTM 

自然条件 APROTIL 

環境局 

環境社会配慮 APROTIL 

環境局 

施工計画・積算 APROTIL 

航行安全・港湾保安 APORTIL 

DNTM 

 

  



82 

第8章 事業実施における留意事項 

 

8.1 前提条件・外部条件・リスク分析 

本プロジェクトが定める外部条件、前提条件および両条件の充足可能性（リスク分析）は、

下表のとおりである。 

 

表 8-1 外部条件および前提条件充足の可能性 

外部条件 条件内容 外部条件充足の可能性 

プロジェクト目

標 

および活動レベ

ル 

カウンターパートの離職や

異動が発生しない（大人数

の離職や異動） 

APORTIL において離職は殆ど見られない。今後プロ

ジェクト期間中も活動に影響するような大人数の

離職は想定されない。また、人事異動も少ない。 

前提条件 前提条件充足の可能性 

政府および運輸・通信省がプロジェクトの実

施を支持すること 

 

運輸・通信省および関連省庁は、本プロジェクトが

東ティモール国の政策およびニーズに合致したも

のと認識しており、実施を支持している。 

APORTIL がプロジェクトに必要な予算を確

保すること 

現在、東ティモール国の政局不安によって国家予算

が成立していないことは懸念事項である。 

しかしながら、本プロジェクト実施において必要な

予算は、事務所維持費と職員の出張時における日当

宿泊費に留まる。必要予算は多額でなく、かつ現在

APORTIL に派遣されている長期専門家の出張に同

行した実績においても、これら該当予算は遅滞なく

支出されていることから、本条件は充足される可能

性が高いと考えられる。 

2022 年 3 月（予定）の大統領選挙及び総選挙

後等に大きな政策転換がなく、港湾開発の優

先度が低下しない。 

東ティモール国の長期開発方針を示す戦略的国家

開発計画（2011-2030 年）をはじめ、各種の政策は港

湾開発を推進する方向性を明確に打ち出している。

今後同国において、港湾の重要性が大きく低下する

可能性は低く、本条件は充足される可能性が高い。 

 

この他、詳細計画策定調査時には東ティモール国の政局が不安定化しており、2020 年 3

月には首相が辞任表明を行なっている。今後、内閣改造もしくは総選挙の何れかが選択され

ることになる。状況によっては運輸・通信省など、上層部の人員交代等に伴う混乱が生じる
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可能性は一定のリスクとして想定される11。 

【補足】 

本プロジェクト実施上のリスク要因には該当しないものの、プロジェクト実施時におけ

る留意事項として以下を特記する。 

 

本プロジェクトは「開発調査型技術協力」であるものの、そのプロジェクトの根幹はあく

までも「技術協力」プロジェクトである。そのため、本プロジェクト実施過程において、日

本側専門家がマスタープラン作成の過程で、如何に APORTIL をはじめとしたカウンターパ

ートに技術移転を行なうかが極めて重要なテーマといえる。 

他方、現行の PDM はそれぞれの成果達成（計画策定）を「承認」を以て担保することに

なっており、技術力や知見の向上そのものを検証する内容とはなっていない。それゆえ、

PDM 指標で求められていないということを以て、技術移転の側面を軽視・希薄化させるの

ではなく、あくまでも技術協力プロジェクトであることを関係者が等しく、そして強く意識

することが非常に重要である。この能力強化の点で視認できる効果があれば、それらは追っ

て有効性の評価を高めるだけでなく、内容によっては波及効果として発現し、インパクトの

評価を高めることにも繋がる可能性がある。この観点において、プロジェクト実施に携わる

専門家は、カウンターパートの能力向上の軌跡を仮に定性的なものであっても、常時モニタ

ーし、記録を続けることが重要と考えられる。 

 

  

                                                        
11 APORTIL 総裁は 3 年間の契約であるため、政局に関わらず、同役職に留まるとみられている。その場

合の任期は 2022 年 6 月まで。 
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第9章 プロジェクト評価結果 

9.1 妥当性 

9.1.1 東ティモール国政策との整合性 

東ティモール国の長期的かつ国家の根幹的な開発基本方針を示す、「戦略的国家開発計画

（2011-2030 年）」において、港湾開発はインフラセクター開発の重要コンポーネントのひと

つに位置づけられている12。具体的には港湾開発にかかる戦略・活動計画として、ティバー

ル港およびスアイ港の開発計画を掲げるとともに、全国地方港湾の開発プログラムを作成

し、そのうえで各港湾施設の建設やリハビリを進めることが謳われている。 

また、第 8 次政権プログラムにおいても海上交通の発展は、重要施策のひとつに掲げら

れている。同プログラムは、「港湾インフラの開発は重要物資の輸入を可能とするものであ

り、更に国家経済の強化や多様性のために非常に重要である」としている。具体的には、デ

ィリ港のリハビリやコム、アタウロ、カラベラ等の各港の開発を重視することを掲げている。

また港湾開発と並行して、港湾事業関連組織の組織力強化も謳われている。 

本プロジェクトは、全国の港湾インフラ開発にかかる総合的な戦略計画を策定しながら、

同時に同国の中心的な港湾運営管理組織である APORTIL に対する能力強化を図る取り組

みであり、上記の国家政策が目指す内容と極めて整合している。 

戦略的国家開発計画（2011-2030 年）の港湾開発にかかる記載 

SDP では港湾セクターの具体的な目標（Target）を以下のとおり掲げている。 

(1) 2015 年までの目標： 

 スアイ港の開発および効率的な運営の実現 

 ティバール港建設工事の開始 

 地方港湾プログラムの策定（対象はコム、アタウロ、カラベラおよびオエクシ） 

なお、地方港湾の開発にかかる方向性については以下のとおりの内容が示されている。 

 コム：漁業施設の建設および埠頭の改修 

 アタウロ：貨物、船客、漁業、観光に対応できる港湾の開発 

 カラベラ：バウカウへの海上アクセスを可能とする小規模港湾の建設 

 オエクシ：乗客デッキの改修（2011 年開始）。その後バース建設および既存バース

の改修 

(2) 2020 年までの目標： 

 ティバール港が東ティモールの主要港として、効率的な運営を開始 

 地方港湾プログラムの策定（対象はカラベラおよびベアソ周辺の南岸） 

                                                        
12 開発計画自体は大きく、①社会資本、②インフラ開発、③経済開発、④組織・制度の 4 つの側面におい

て、それぞれで重要な対象サブセクターを取り出し、現状課題および今後の戦略計画を示している。港湾

開発については、②インフラ開発のサブセクターとして取り上げられており、港湾の他には道路・橋梁、

上下水、電気、空港、通信が対象となっている。 
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注記（カラベラについて）：2015 年目標のカラベラにかかる記載は、詳細にはカラベラ（ベマセ・サブ

ディストリクト）とカッコ書きが付されている。一方、2020 年目標ではカラベラとのみ記載されている。

目標対象地として、2015 年と 2020 年で異なる場所を指しているか否かは不明である。 

 

第 8 次政権プログラムの港湾開発にかかる記載 

第 8 次政権プログラムでは、以下のとおり海上輸送にかかる章を設け、以下のとおり

の目標を掲げている。 

 スアイにおけるサプライベース港（油田・ガス開発のための補給基地港）の建設 

 コムおよびアタウロの港改修 

 カラベラの港湾開発（目的は海上アクセスを可能とすること；および観光セクタ

ーを支援すること） 

 ティバール港にかかる PPP の実施 

 ティバール港の運営を確実なものとすること 

 以下について調査すること：マナトゥトゥ港の建設可能性、人々および物資の海

上輸送を可能とする国内航路の開発可能性 

 ディリ港の再開発および近代化（マリーナやクルーズ船用途への転換） 

 海事・港湾関係組織の強化および規制や基準の改善・近代化 

 

9.1.2 国別援助方針との整合性 

我が国政府の「対東ティモール民主共和国国別開発協力方針（平成 29 年 5 月）」では、

「持続可能な国家開発の基盤づくり支援」の基本方針（大目標）のもと、支援重点分野とし

て「経済社会基盤(インフラ)の整備・改善」を掲げている。同項では「東ティモールが今後

持続的かつ安定的に発展していくための最大の課題である経済活動の活性化のため，維持

管理の支援を含む質の高いインフラ整備に資する支援を重点的に行う」ことが示されてい

る。本プロジェクトは同国のインフラ整備（港湾開発整備）に資する取り組みであり、上記

開発協力の方針に整合している。 

 

9.1.3 ニーズとの整合性 

経済物資の多くを輸入に頼る東ティモール国において、将来の海上輸送ネットワークの

検討を含めた全国港湾の整備計画策定は喫緊の課題と認識されている。しかしながら、整備

計画の策定を担うAPORTILには同様の中長期的視点に基づく整備計画を策定した経験が無

い。また、交通計画や需要予測、財務・経済分析、港湾施設設計といった、幅広い分野にそ

れぞれ対応できる人材も限られているのが現状である。そのため、これら各種の技術分野に

対応する職員の能力向上が求められている。 

本プロジェクトは全国港湾開発計画、優先開発港湾整備計画及びディリ港再開発計画の

策定と並行しながら、APROTIL 職員への技術移転を図る取り組みであり、東ティモール国
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および APORTIL の開発ニーズ、技術ニーズに即した取り組みである。 

 

9.1.4 案件内容の公益性・ODA としての適格性 

本プロジェクトは APROTIL を主たるカウンターパートとして実施するものであるが、

その成果物である全国港湾整備計画は、追って東ティモール国の海上輸送ネットワークを

充実させ、ひいては同国の経済発展に寄与するものとなる。つまり、最終的なプロジェクト

裨益者は東ティモール国民といえる。プロジェクトが発現する効果の公益性は高く、ODA

としての適格性を備えていると判断できる 

 

9.2 有効性 

9.2.1 プロジェクト目標および成果との因果関係 

本プロジェクトは「戦略的全国港湾開発マスタープランを作成する」ことをプロジェクト

目標として掲げている。その目標達成に向けて、「港湾セクターの現状評価（成果 1）」、「全

国港湾開発計画の策定（成果 2）」「優先開発港湾整備計画の策定（成果 3）」、「ディリ港再開

発計画の策定（成果 4）および「APORTIL による港湾運営・維持管理体制改善のための行動

計画の策定（成果 5）」をそれぞれ成果として位置づけ、プロジェクトをデザインしている。

換言すれば、各成果はマスタープランの核となる主要素である。そのため、各成果の達成は

プロジェクト目標の達成を確約させるものであり、因果関係の視点から両者は論理的に成

立している。 

 

9.2.2 プロジェクト目標・成果の達成見込み 

本プロジェクトは「開発計画調査型技術協力」であり、プロジェクトの各種活動は日本側

専門家と主たるカウンターパートである APORTIL との共同作業によって進められる。今般

の計画策定は総合的な視点から各種の技術分野を広く網羅するものであるが、成果達成を

危惧するような高度な技術テーマや調査項目は包含されていない。 

調査においては関係機関、例えば国営企業の TIMOR-GAP や公共事業省といった他省庁

からの情報入手も必要となるが、これらのステークホルダーもプロジェクト成果ごとに構

成する作業部会である、「タスクフォース」のメンバーとして巻き込む計画である。この観

点からは、情報入手が阻害されるような局面は想定されない。 

総じて、プロジェクト目標および成果を達成することは十分可能と判断できる。 

 

9.2.3 外部条件・前提条件充足の可能性 

PDM 上に記されている外部条件、前提条件および両条件の充足可能性については、上述

8.1 のとおりである。総じて、充足の可能性が懸念されるような外部条件、前提条件は見ら

れない。 
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9.3 効率性 

9.3.1 人的投入 

(1) 日本側投入 

本プロジェクトでは、総括・港湾計画をはじめとして、港湾管理運営や需要予測、広域交

通計画、港湾施設計画・設計等々、合わせて約 10 分野にわたる専門家投入を計画する。マ

スタープランが総合的な計画策定を要求するものであることに鑑み、その技術分野に即し

た専門家構成となっており、妥当な構成と考えられる。 

また、一人の専門家が可能な範囲で技術分野を兼務することも考えられており、効率性の

観点からも妥当な人的投入計画が想定されている（例えば、航行安全と港湾保安を合わせる

などの工夫が考えられている）。 

(2) 東ティモール側投入 

東ティモール側は APORTIL を主体としながら、海事組織である DNTM や管轄省庁であ

る運輸・通信省、その他、広域交通計画の観点から公共事業省、社会環境配慮の観点から環

境局、漁港の観点から農業・水産省などをカウンターパートとして投入する計画である。 

つまり、本プロジェクトのカウンターパートは、戦略的全国港湾マスタープランを構築す

るにあたり、必要不可欠なプレーヤーを網羅した投入になっており、本プロジェクトの目標

達成のみならず、今後の策定された計画の実施も見据えた適正な投入計画と評価できる。 

 

9.3.2 物的投入 

本プロジェクトは、戦略的全国港湾マスタープランの策定を主目的としたものであり、物

的投入を伴う現地活動は計画されていない。 

 

9.3.3 その他 

(1) 本邦研修・第三国研修 

本プロジェクトでは活動の進捗および必要性に応じて、本邦研修および/もしくは近隣国

における第三国研修を実施する。 

(2) 他案件との重複・補完活動 

現在、USAID が観光開発プロジェクト「Tourism For All Project」を実施中であり、対象が

ディリ港周辺およびアタウロ港周辺となっている。同プロジェクトは観光開発の視点から、

海岸線沿いにコンファレンス施設やヨットハーバーなどを含めた、レジャー施設等の建設

をデザインしているものである。具体的な資金計画は無く、あくまでも開発コンセプトの提

示に留まるが、本プロジェクトの対象地と重複する可能性があることから、同プロジェクト

のアウトプットと調整することが必要となる。なお、同プロジェクトは 2020 年 9 月に終了
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予定（延長の可能性もあり）。 

この他、観光省がマリン・スクエアプロジェクトと称して、ディリ港周辺の開発を企図し

ているとの情報があるものの、進捗および実施可能性を含め、詳細は不明である。 

9.4 インパクト 

9.4.1 上位目標達成の見込み 

 

上位目標 本マスタープランに基づき、優先開発港湾の整備が促進され、連結性が

強化される。 

指標 戦略的全国港湾マスタープランに基づいた港湾開発が進められている 

 

本プロジェクトは優先港湾の整備促進を最終的な上位目標としながら、その前段として

のマスタープランを二年間で集中的に作成する取り組みである。 

優先港湾の整備については、東ティモール国家政策において重視されていることや、日本

を筆頭に開発ドナーが港湾開発支援に前向きであること等に鑑みれば、本上位目標の達成

可能性は一定程度存するものと考えられる。 

 

9.4.2 波及効果 

本プロジェクトの実施によって、下記の正のインパクト発現が期待できる。 

(1) プラス・インパクト 

 ステークホルダー組織間の関係構築 

 

本プロジェクトを通して、ステークホルダー組織間の情報共有ネットワークや人脈の構

築が期待できる。一般的に東ティモールでは省庁間の横の連携が脆弱と言われており、本来

有するべき、組織間での情報交換の場が設けられていない。本プロジェクトでは JCC の他

にも各種情報交換を可能とする場の提供が考えられているため、それら機会を通して、ステ

ークホルダー組織間の関係が強化されることが期待できる。 

 

この他、プロジェクトの進捗によって、港湾関連組織の役割を更に明確化する法律面での

整備などが進む可能性もある。同見通しの背景として、例えば APORTIL の役割を記した

Decree は 2003 年のものであり、現実とやや乖離したり、曖昧になっていたりする部分が見

られることを多くの関係者が認識していること等が挙げられる。 

 

9.5 持続性 

9.5.1 政策面 

東ティモール国政府の「戦略的国家開発計画（2011-2030 年）」は港湾開発を重要コンポー
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ネントのひとつに位置づけている。また、第 8 次政権プログラムもディリ港のリハビリやコ

ム、アタウロ、カラベラ等の各港の開発の必要性を示すなど、政府は一貫して港湾開発を政

策的に重視してきた。この政策的な方向性は今後も維持される可能性が高い。 

 

9.5.2 組織・技術面 

APORTIL 職員の殆どは、これまで港湾整備にかかるハードおよびソフト面の計画実務に

携わったことが無い。そのため、本プロジェクトを通して、基礎的なレベルから技術知見を

蓄積していくことになる。その持続性は、今後プロジェクトの実施過程で検証される。 

他方、組織面からは APORTIL の職員数が限定的であることが懸念事項として挙げられ

る。離職といった問題は見られないものの、人数不足を背景に一部の職員が各種業務を兼務

せざるを得ない状況も散見されている点は持続性に影響を及ぼす可能性がある。 

 

9.5.3 財政面 

財政面の持続性を詳細計画調査時において見通すことは難しいが、現時点に限った情報

として、「インフラストラクチャー・ファンド」の存在が指摘できる。現在同ファンドを利

用したインフラ開発が進められており、港湾開発にも資金が充当されている。今後も同ファ

ンドが継続されれば、財政面の持続性向上に寄与しうる。 
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